
東京電力株式会社

代表執行役社長庚瀬直己殿

基安発 0325第 l号

平成 26年 3月 25日

厚生労働省労働基準局安全衛生部長

東京電力福島第一原子力発電所における内部被ぱく管理の徹底について

表記につきましでは、平成25年7月 11日付け基安発 0711第l号により通知していると

とろですが、今般、内部被ばく線量について迫加の再評価を行った結果、内部被ばく線量

の見直しが生じたことを踏まえ、下記のとおりの措置を鱒じ、発電所内の適切な内部被ば

く管理の徹底に万全を期すよう求めます。

なお、発電所内で作業する各元方事業者に対しては、iJlJ添1のとおり通知しております

が、貴社としても、本通知の内容について、発電所構内において放射線業務を行う全ての

事業者に周知願います。

記

1 趣旨等

本年度から実施されている厚生労働省研究班による緊急作業従事者を対象とする疫学

調査で使用するため、貴社に内部被ばく評価の詳細の提出を求めていたところ、貴社が

平成 23年 8月2日に定めた「福島第一原子力発電所における内部被ばく線量の評価方法

についてJ(以下「統一評価方法」といiう。)によらない方法で内部被ばく評価が行われ

ていた事案が判明した。このため、平成 23年3月及び4月に作業を開始した緊急作業従

事者について別添2のとおり内部被ぱくの再評価を実施したところである。

ついては、以下の2から 4に掲げる措置を適切に実施するとともに、以下の 5により、

その実施状況について厚生労働省に報告すること。

2 被ばく線量評価の適切な実施及び線量記録の適切な管理・保管

(1) 内部監査部門により、以下の事項を含む個人線量管理部門の監査を実施し、必要な



改善措置を実施すること

アデ」タ入力管理等

① データ入力、計算等を行う場合のダブルチェッタ体制(相互牽制)の構築

② 定められた方法によらない方法による貯算等がある、データ相互聞の何らか

の矛盾や本整合がある等について、外部から指摘を受けた場合文は職員自らが

把握した際に、管理者に報告の上、必要な翻査及び修E等を迅速に実施できる

体制の構築

③ その他、同様の事案を再発させないために必要な事項

イ 線量記録の適切な管理及び保管

① 将来の検証に耐えられるよう、外部被ばく、内部被ばくともに、測定器の種

類、測定条件、測定結果を可能な限り原票の形で保管しておくための体制等の

構築

② 内部被ぱく測定については、スベクトルデー夕、検出限界値といった測定の

詳細に加え、摂取日(作業開始日)の根拠となる、ホ}ルボディカウンターの

受検時の関係書類、勤務シフト表、出勤簿、放射線管理手帳の写し等の一次記【

録の保管とともに、内部被ばく線量の計算過程も記録してお〈体制等の構築

③ 東京電力社員分のみならず、東京電力が実施した元持事業者及び関係請負人

の労働者に係る測定等の結呆についても、同様に管理及び保管を行う体制等の

構築

(2) 被ば〈線量lこ関する情報を公的機関に報告又は対外的に公表する際は、その内容の

正確性について、原則として、品質管理部門の放射線管理の専門職の確認を受ける体

制等を構築すること

3 見E草された線量の適切な伝達等

(1) 東京電力社員に関して、再評価によって見直された内部被ばく線量を該当者に確実

に伝達するとともに、変更の理由を丁事に説明すること。なお、該当者の放射線管理

手帳についても、もれな式修正すること。

(2) 元詩事業者が、自社及びその関係請負人の労働者に対して(1)に定める事項を実施

する際、東京電力から必要な情報を提供する等、適切な支援を実施すること。

(3) 内部被ばく線量の変更に関して、全ての緊急作業従事者について(1)に定める事項

が終了するまでの問、全ての緊急作業従事者からの相談を受け付けるための窓口を設

置するとともに、相談に対して丁寧に対応するとと。窓口の連絡先は、元誇事業者を

通じて周知するとともに、発箇所構内への掲示、インターネットホ}ムページの掲載
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等により、積極的に周知すること。

4 内部被ばく線量の見直しに応じた適切な長期的健康管理の実施

(1) 今回の内部被ばく線量の見霞しにより、緊急作業従事期間中の実効線量が新たに

100mSvを超えることとなった緊急作業従事者に対しては、「東京電力福島第一原子力

発電所における緊急作業従事者等の健康の保持増進のための指針J. (平成23年 10月

11日 公示第5号。以下 f指針」という。)で定めるがん検診等を適切に実施するこ

と。

(2) 今回の内部被ばく線量の見直しにより、緊急作業従事期間中の実効線量が新たに

50mSvを超えるとととなった緊急作業従事者がいる元濡事業者に対して、指針に基づ

く措置の実施に関して、医療機関の紹介等、必要な支援を行うこと。

5 厚生労働省への報告

2から 4に掲げる事項の実施状況について、平成 26年5月 15日(木)までに厚生労働

省に報告すること。また、 3(1)については、放射線管理手帳の修Eが全員について終了

するまでの問、毎月末に状況を厚生労働省に報告するとと。

《
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別添 1

基安発 0325第 2号

平成 26年 3月 25日

別記の元方事業者の代表者 あて

厚生労働省労働基準局安全衛生部長

東京電力福島第一原子力発電所における内部被ばく管理の徹底について

表記につきましては、平成 25年 7月 11日付け主主安発 0711第 2号により通知していると

ころですが、今般、内部被ぱく線量について追加の再官判団を行った結果、内部被ばく線量

の見直しが生じたことを踏まえ、下記のとおりの措置を講じ、黄祉の関係請負人の労働者

を含めた適切な内部被ばく管理の徹底に万全を期すよう求めます。

なお、東京電力株式会社に対しては、jJlJ添1のとおり通知しておりますので申し添えま

す。

記

1 趣旨等

本年度から実施されている厚生労働省研究班による緊急作業従事者を対象とする疫学

調査で使用するため、東京電力に内部被ばく評価の詳細の提出を求め℃いたところ、東

京電力が平成23年8月2日に定めた「福島第一原子力発電所における内部被ばく線量の

評価方法についてJ(以下「統一都価方法Jという。)によらない方法で内部被ばく評価

が行われていた事案が判明した。このため、平成23年 3月及び4月に作業を開始した緊

急作業従事者についてjJlj添 2'のとおり内部被ぱくの再評価を実施したところである。

ついては、以下の2から 4に掲げる措置を適切に実施するとともに、以下の 5により、

その実施状況について厚生労働省に報告すること。

2 線量記録の適切な管理・保管

次に掲げる事項について必要、な体制を構築すること

(1) 将来の検証に耐えられるよう、同発電所作業者に係る外部被ばく、内部被ぱくとも

に、調IJ定緑の種類、測定条件、測定結果を可能な限り原票の形で保管しておくとと



(2) 内部被ばく測定については、スベクトルデー夕、検出限界値といった測定の詳細に

加え、摂取日(作業開始日)の根拠となる、ホールボディカウンターの受検時の関係

書類、勤務シフト表、出動簿、放射線管理手帳の写し等の一次記録の保管とともに、

内部被ばく線量の計算過程も記録しておくこと

(3) 貴社社員分のみならず、関係請負人の労働者に係る測定等の結果についても、同様

に管理及び保管を行うこと

3 内部被ばく評価の方法の周知徹底、見直された線量の適切な伝達等

(l) 貴社及び関係請負人の労働者に対して、再評価によって見直された内部被ばく線量

を該当者に確実に伝達するとともに、変更の理由を丁寧に説明するとと。なお、該当

者の放射線管理手帳についても、もれなく修正すること。

(2) 内部被ばく線量の変更に関して、(l)の線量管理手帳の修正がもれなく終了するま

での問、貴社又は関係請負人の労働者のうち緊急作業従事者に該当する者からの相談

を受け付けるための窓口を設置するとともに、相談に対して丁寧に対応すること。窓

口の連絡先は、関係請負人を通じて周知するとと。

4 内部被ぱく線量の見直しに応じた適切な長期的健康管理の実施

(l) 今回の内部被ばく線量の見直しにより、緊急作業従事期間中の実効線量が新たに

50mSvを超えることとなった者に対しては、 I東京電力福島第一原子力発電所におけ

る緊急作業従事者等の健康の保持増進のための指針J (平成 23年 10月 11日 公示

第5号。以下「指針Jという。)の「特定緊急作業従事者等被ばく線量等記録手帳J

の対象となることを説明し、その申請を勧奨するとともに、白内障に関する眼の検査

を実施すること。

(2) 緊急作業従事期間中の実効線量が新たに 100mSvを超えるとととなった緊急作業従

事者に対しては、指針で定めるがん検診等を適切に実施すること。

(3) (1)又は(2)に該当する者が関係請負人の労働者の場合は、関係諸負人に対して必要

な指導援助を実施すること。

5 厚生労働省への報告

2から 4に掲げる事項の実施状況について、平成 26年5月 15日(木)までに厚生労働

省に報告すること。また、 3(1)については、放射線管理手帳の修正が全員について終了

するまでの問、毎月末に状況を厚生労働省に報告すること。
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東電福島第一原発緊急作業従事者の内部被ぱく線量の追加再評価

とりまとめ

別添2

平成26年3月25目

厚生労働省労働基準局

.厚生労働省では、以下のとおり、東京電力及び元請事業者に対して再評価の実施を指

導し、その結果に基づき、内部被ぱく線量の見直しを行った。

1 追加再評価の方法

(1)福島第一原発緊急作業者を対象!こした甲状腺の健康影響に関する疫学研究(厚労科研

費特別研究)でのIまく螺評価を実施するため、肉部被ぱ〈線量の標準手法の評価方法

ごと(別紙1の⑦~⑥)に、税細な肉部被Iま〈の計算渦程が必要となった。

(2)研究に協力するため、東京電:nにおいて、内部被ぱく線量評価の計算過程を評価方法

別に分類していた際、本年1月31目、標準手法によらない方法で内部被lまく評価が

符われている被lまく線置が9人分あることが判明した。

(3)同様の事案がないかどうかを確認するため、本年2月4日から、東京電力及び協力会

社の被[まく線量データ(平成23年3月及び4月分)の全数(前回再評価対象等の1.284 
人1を除<6.245人{東電1.845人‘協力会社4.400人))を別紙1の①から⑥のデー

タシートに入力し、精査したところ、合計1.536人分(東電 608人、協力会社928人)

について、標準手法によらない方法で内部被ぱく評価が行われた可能性があることが

判明した(誌細は別紙2参照)。

(4)厚生労働省では、新たに明らか1=なった検討項目(別紙3)について専門家の意見を

聴取じたよで、主主主互主且に、別紙2から 4に基づき、東京軍力及び先諸事業者に

対して内部被ば〈ヂ一事警再評価し‘必要な場合l主、肉部線量の見直しを行うよう棺

準した。

(5)別紙2から 4に基づく再評価の結果、肉部被Iまく線量が2mSv(記録レベル)以上か

つ変動幅が+1 mSv以上となる針 142人(東電24.人、協力企業 (18社)118人)につ

いて、内部被ばく線量の見直しが必要となった。

2 追加再評価の基本的考え方及。び前回再評価との違い

(1 )基本的考え方

ア 電離放射線障害防止規則第8条第5項は、内部被ぱく線量は、厚生労働大臣が定

める方法により値を求めるものと規定しておりもその方法を定めた大臣告示lま、
内部被lまく測定の基本的な考え方を示しているが、詳細な方法については定めて

ど主位。
イ 内部被ぱくの評価については、被Iまく状況に応じて複数の評価方法が存在するe

放射性物質をいつ摂取したか、という最も基本的な情報が欠如する不確実性の中、

東京電力7Ji.び協力会社がそれぞれの判断で最適な方法を選択したわ、けであり、互

の方法がEしい、間違っているという問題ではない。

ウ 厚生労働省としては、不確実性のある中、合理的な範囲で保守的な評価ができる

ょう、また、肉郎被ぱくの癖価方法を可能な限り統一するため、評価方法の変更

を行政指導したものである。

1東電福島第一原発内に立ち入っていなかったこ，とが判明した者25人を含む。



(2)昨年7月の再評価と今回の追加再評価の遣い

ア 昨年7月の再評価は、肉部被ぱく辞価の鮮細な方法l土各事業者の裁量にゆだねら

れていること事前提として、東京電力と協力会社の評価結果を比較し、協力会紅

の評価結果が東京電力の評価結果より低いため、その妥当性が疑われたものに限

定し、ぞのま車離の妥当性客確認したものである。従って、前回の再評価の対象は、

協力会社の被ばく線量評価のうち、音量離があるとしで抽出されたもの及び協力会

社及び東京電力が自発的に線量巷見直したものに限定されていた。

-イ 今回の追加再評価は、疫学研究のぱく露評価を実施するために必要となる、詳細

な核種毎の測定値、各種係数、計算過程等を墨金主盆こするため、実施されたも

のである。これは、本来、事業者の裁量にゆだねられている評価方法の詳細に踏

み込んだ行政指導であり、前回の再評価と異なり、全ての肉部被ぽ〈線量データ

ま盆皇ι」左。

3 追加再評価の結果

(1 )概要

ア 精査対象(平成23年3丹及び4月で内部被ぱくがあった被ぱく線量。前回再評価

対象等により今回の対象から除外されたデータ 1，284人を除(，): 6，245人(東電

1-， 845人、協力会社4，400人u詳細lま別紙2及び別紙3巻照)

イ 再評価対象:1，536人(東電608人、協力会社928人)

ウ 見直し対象(肉部被lま〈線量2mSv以上.変動幅+1'1nSv以上に限iE):142人(東

電 24人、協力企業 118人)

① 変動幅:平均 5.86mSv (1.01mSv̂'89.83mSv) 
②実効線量:2. 17mSv̂'180. 10mSv 

(2) 100ミリシーベルト超えの人数が1人増加(齢制lま別紙3の追加4参照)

ア 線量の変動:89.83mSv (内部被lまく 100.05mSv，外部被ばくー10.22mSv) 

イ 実効線量:90目 27mSv吋 180.10耐v(内部被ぱく 37.11mSv→137. 16mSv) 

ウ見置しの理由

①測定精度の高いWBO(Ge)の測定値で、08-137が寓いレペルで測定されており、

環境中の1-131/08-137比泊t100倍程度あったことを考慮すると、測定日まで

の残留率を考慮しても、 i~l)定日での1-131 の体内残留量は検出限界値 (MDA)

の 10倍程度あったはずであるにもかかわらず、1-131が測定されていないこ

とが説明困難である。このため、東京電力では、作業者が服用した安定ヨウ

素剤に一定の効果があったと判断し標準手法による1-131の推定を実施しな

かった。

②厚生労働省では、専門家の意見を踏まえ、 I-131を接取した可能性が完全に否

定できない以上、過大解価が見込まれるものの、安定ヨウ素剤の効果を考慮

堂主、1-131の検出限界値(MDA)が検出されたと仮定して、1-131の推定し、

加算するよう指導じた。

(3)緊急時被ぱく線量が50mSvを超え 100mSv以下の者が2人増加(詳細は別紙3項目追

加z参照)

ア変動幅:2. 44mSv， 3. 67mSv 
イ実効線量・ 49.4冊Sv~51.84mSv ， 46.9mSv→50. 57mSv 
ウ 見直しの理由・ Os-134が検出されているが、 08-137が朱検出であったため、 l-i31

の推定を実施していなかった事例 0]1)紙2の事例B-2)。



4 厚生労働省の対応

(1)東京電力に対し、以下の事項について指導する。

ア 内部監査部門により、個人線量管理部門の監査を実施し、仕事の流れやデータ

管理等について確認し、必要な改善措置を実施すること

イ 被lまく線量データを対外的に報告・公表する際lま、原則として、品質管理部門

の放射線管理の専門職の確認を受けること

なお、元諸事業者(内部被ぱく評価を独自に実施しているもの)に対しても、

記録の保存の徹底等について指導を実施する。

(2)大臣指針に基づき、見直された被ばく線量に応じ、法定の健康診断に加えてがん

検診等の追加検査を実施するよう事業者に求め、退職後は園がこれら健康診断等

を実施する。(参考資料参照)

(3)放射線による健康影響の把握には、年齢構成・喫煙・飲酒・既往歴等の調査を含

めた厳格な疫学的研究が必要不可欠。このため、必要な疲学的研究を着実に実施

する。

ア 平成25年度:白内障に関する研究、甲状腺に関する研究

イ 平成26年度以降:25年実施研携に加え、必要な研究を矯実に実施。
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別紙 1
内部被ぱ〈評価の方法(標準手法)

朝団方法 評価方法の詳細 再評価結果

①'WBC(Ge)によ 東京電力は、女性労働者や、内部被ばく評価の値が 20mSvを超える者を日本原子力研 総計:126人(東電 114人、協カ会社n人)

り1-131が検出ー 究開発機構 (JAEA)核燃料サギクノレ工学研究所に派遣し、精密測定を依頼した。 JAEA 再評価 :48人(東電47入、協力会社1人)ー

された場合 は、ゲルマニウム半導体ホーノレボディカウンターー(WBC(Ge))を使用して内部被ばく測 見直し:3人(東電2人、協力会社 1人)

定を実施した。また、 250皿Svを超えるおそれのあった7人については、放射線医学総 変動幅:平均8.45mSv(4.32mSv~12.91mSv) 
合研究所のWBC(Ge)で測定dれた。東京電力は、 JAEAと放医研から得た測定値に基づ 見直し後実効線量:35.01mSv~91.99皿Sv
き、1-131の預託線量を評価した。

，②NaIサーベイメ 東京電力及び元誇各社は、 WBCが不足していたため、本来は空間線量率を測定するた 総計:178人(東電5入、協力会社 173人)

ーターにより めの測定器であるNaIサーベイメーターの検出部とをで頭甲部状に腺直の接Iあ.1て31ての甲摂状取腺量かをら評の価ガLン 再評価:79人(東電2人、協力会社77人)
1-131が検出さ マ線を訊.u定し、それに甲状腺沈着係数を乗ずるこ した。 見直し:0人(東電O入、協力会社O人)
れた場合

③WBC倒aDによ 東京電力は、 JAEAから革帯型のヨク化ナトリウム・シンチレ ションWBC 総計:491人(東電238人、協カ会社253人)
り1-131が検出 (WBC(NaD)を貸与され、発電所から約501皿離れた小名浜コールセンターや東京で内 再評価:69人(東電52人、協力会社 17人)
された場合 部被ばく測定を実施した。測定結果に基づき、東京電力は内部被ばく評価を実施した。 見直し:2人(東電O入、協力会社2人)

変動揺:平均 1.87皿Sv(1.01mSv~2.74mSv) 
見直し後実効線量:13.15mSv~26.18mSv 

@羽IBC令~aDによ WBC(Nal)による測定の多くは、事故後2ヶ月経過したB月以降に実施されたため、 総計:4135人(東電 1284人、協力会社2851人)

り1-131が不検 半減期が短い1-131が検出されなかった事例が続出した。この場合、東京電力は、標準手 存評価:701人(東電349人、協力会社352人)

出の場合 法として、以下のいずれかの手法で推定した1-131による内部被ぱくのうち、低い方を 見直し:76入(東電 11入、協カ会社65人)

I-l31の預託線量として採用した4 変動幅:平均4.38mSv(1.23血Sv~35.5金nSv)

a)検出限界値 (MDA)か1ら3推1の定摂:1取-1量31をの推M定DしAたが。実際に測定されたと仮定し、そこか 見直し後実効線量:2訓皿Sv~149.18mSv
ら残留シナリオにより 1-

b)環境中の 1-1311Cs-137比を使用した推定:測定された Cs-137の摂取量に、東電福島

第一原発内で測定された環境中の1-1311Cs-137比を乗じて1-131の摂政量を推定Lた。

@WBC(PL)によ 東京電力柏崎刈羽原子力発電所に設置されているプフスチックシンチレーションWBC'総計:1263人(東電 188入、協力会社 1075人)

り1-131が不検 (WBC(Pυ)は、核種同定ができないため、 Cs-137を校正線源として校正している。こ 再評価:599人(東電 148人、協カ会社451人)

出の場合 のため、③による NaIサ}ベイメーターでの有意なI-131の測定値と、 WBC(PL)による 見直し :44人(東電6入、協力会社38人)

Cs.137の測定値を比較し、測定日ごとのI-131/Cs-137比を算出するための近似式を設定 変動幅:平均4.29血 Sv(1.27mSv~22.81mSv) 
した。測定された Cs-137に1-1311Cs-137比を乗じて、I-131による預託線量を推定した。 見直し後実効線量:2.17mSv~73.41mSv 

⑥11-131が不検出 同一件業を同一時期に実施した同僚作業者のI-131/Cs-137比がわかっている場合は、 総計:52人(東電 16人、協力会社36人)

で、同種作業者 @、⑤の方法によらず、測定されたCs.137の測定値にその比を乗じてI-131の預託線量を 再評価:40人 t東電 10人為協力会社30人)

の1-131/Cs-137 推定した。 見直し:17人(東電5人、協カ会社 12入)

比を使用した また、他の原子カ路設で測定した内部被ばく評価結果がある場合は、それを採用した。 変動幅:平均 16.54mSv(2.28mSv~89.83mSv) 

場合等 見直し後実効線量:3.58mSv~180.1O皿Sv

1 



メb、
日 計 精査対象:6245人(東電1845人、協力会社4400人)

再評価対象:1536人(東電608入、協力会社928人)

見直し:142人{京電24入、協カ会社 118人)

変動幅:平均 5.86mSv(1.01mSv~89.83mSv) 
見直し後実効線量:2.17inSv.~180.lOmSv 
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事例

-事例A-1(作業開始日・摂取日)

3Jl11日から4月末までの間に外部被ばく線量が記録さ

ーれているにもかかわらず、作業開始日と摂取回が一致して

いない事例。

・事例A-2(作業開始日・摂取日)

3月 11日から4月末までの聞に外部被ば.く線量が記録さ

れているにもかかわらず、作業開始日(摂取日)が外部線

量記録より後になっている事例。

・事例B-1(ヨウ素補正が未実絡)

1-131が不検出の場合で、 Cs-137が検出されているにも

かかわらず、I-131補正を行っていない事例

・事例 B-2(ヨウ素補正が未実縮)
I-131が不検出の場合で、 Cs-134が検出されているにも

かかわらず為 Cs-137が検出されていないため、1-131補正
を行っていない事例

・事例 C-1(測定値等の未入手)
他の原子力事業者等での測定結果をそのまま採用し、

WBCの測定値等が東京電力に報告されていない事例

・事例 C-2(評価方法詳細の未入手)
同一作業者の内部被ばく測定結果に基づく評価や他の方

法による評価を行っているとしているが、評価方法の詳細

が東京電力に報告されていない事例。

・事例D
事.ø;品~C 以外で、東京電力が保有するデータ広より、

標準方式で計算した値と、元請から提出された値に

O.lmSv以上の帯離(プラス側又はマイナス側)がある事

初日。

【追加再評価の対象となった事例】

厚生労働省の見解

-事例A
作業開始日について、行動調査結果、 WBC受検記録、外部被ばく

線量記録、勤務シフト表、本人への調査結果等(以下 f行動調査等j

という。)を確認し、作業開始日(摂取日)を再確認し、最も信頼

のおける作業開始日(摂取引を採用L、別紙4の項目 1に基づき

再評価を実施すること。
.事例A-2

構外作業の可能性があるため、本人の行動調査等を再確認し、 3

月 11日から4月末まで福島第一原発に立ち入っていたかどうかを
再確認すること。

再確認の結果、立ち入っていたことが判明した場合は、採用され
た作業開始日{摂取日)に基づき、再評価を実施すること。

・事例B-1
東京電力の標準手法に従い、 WBCCPL)の場合は、前回再評価項

目4に従って推定を実揺するとと。 WBC(NaDの場合は、追加項目

2を踏まえて 1-131による内部被ぱくを再評価(検出限界値仏四必

を使用する場合は、補正係数2.935で除したものを使用。)すると

と。
・事例B-2

Cs-137の検出限界値 ω!lDA)が検出されたと仮定、又はCs-134
とCs，137ts同量摂取されたと仮定し、事例 B-1と同様にI-131に

よる内部被ぱくを再評価すること。(詳細は f別紙3の追加 2Jを
参照のこと。)

・事例 C-1
イ也の原子カ事業者等から測定結果を入手し、東京電力の標準手法

に合致しているか確認し、合致していない場合は標準手法により再

評価を行うこと。

・事例 C-2
同一作業者の評価結果等、評価の根拠を提出の上、評価方法の説

明を添付すること。

・事例p
WBCの測定結果、計算過程等を確認し、帯離の理由を調査する

こと。理由が不明な場合は、標準手法に基づき内部被ばく線量を再

評価すること。

3 

見IJ紙2

備考

再評し価の結果、内部被ばく

線量が 2inSv(内部被ばく記
録レベ/レ)以上で、かつ、修

正幅がプラス方向に I皿8v
以上のものについて、記録線

量を見直した。



別紙3
【追加再評価での新たな検討事項】

項目 東京電力の標準的な方法 追加評価者に関する 厚生労働省の見解
東京電力の考え方

追加1 別紙1-2 測定時期遅れによる I-131がNDとな . 1 回目の WBC 測定 (5 月 13 日 ~21 日) ① MDAによる補正を行う場合は、文献Eにおい
った場合の補正方法について で Cs.137、I-131ともに検出されなかった ては、 24人の被験者の結果から、

WBC(NaI) ととから、1-131摂取量を WBC(NaI)の検 WBC(Nal)の1-131の評価結果は、WBC(Ge)
とWBC 1. 摂取時期が3 月 ~6月の場合 出限界値。ID.A)を摂取していたと仮定。 の約3倍と評価されている。
(Ge)の補 摂取日が 3月 ~6 月で、 I-131 が検出されていな よ最新の知見の反映として、「小名浜 WBC ②文献の値と、東京電力のデータが異なるの

正係数に い場合、以下の補正を行いI-131の摂取量を計算に (Nal)測定結果に基づく1-131の評価値j は、東京電力が小名浜で使用したWBC(NaI)
ついて より求め、実効線量を評価する。 と rJAEA東海研 WBC(Ge)の甲状線モニ と、 JAEAの東海研究所に設置溢れている

ターの測定結果に基づくI-131の評価値J WBC(Nal)が、形式(キヤンベラ社製フアス
(1)環境データに基づく I-131/Cs-137比を用いた の比が 2.935倍あることを反映。 MDAを トスキャン)は同じでも型式が異なるためと
補正 2.935で除した上で佳業初日の急性摂取と 考えられるa

1-131が検出されず、 Cs-137が検出された場合、以 してMONDALコードにより壬131の摂取 @いずれにせよ、 WBC(NaI)が WBC(Ge)と比
下の補正を行う。 量を推定。 較して測定値が系統的に過大に出ることは
• Cs-137測定修を Cs-137の残留率で除し、 Cs-137 明らかである。このため、 MDAを2.935で

摂取量とする。(①→②〉 除すことで補正した上でI-131の摂取量の
• Cs-137摂取量に摂取日の環境中 I-131!Cs-137比 推定を行芝ことは妥当であるa

務を乗じて、 I-131摂取量とする。(②→@) @この場合、 WBCQ河aI)で開国したI-131の値
(2)ト131検出限界値を用いた補正 (あるいは検出限界値)を 2.935で割り，そ
• I-131検出限界値(MDA)をI-131残留率で除し邑 れを甲状腺に残留した1.131量と見なすの

I-131摂取量左する. (@)-→@) で， WB.C(NaI)の測定視野は全身であって

(3)補正値の決定 も，全身残留率ではなく甲状腺残留率を使う

-環境データに基づく補正値と検出限界笹に基づく べきである。

補正値を比較し、低い乏を I-131摂取量とする。

(4)同時期の作業者の摂取量毒事のデータから評価

-同時期の作業者の摂取量等のデーグから評価す，

ることも可能とする。

※1-131/Cs-137比
当該摂取日に測定した環境データから rI-131

/Cs-137存在比Jを設定する。

1 O. Kurihara， :E仁Kanai，T. Nakagawa， C. Takada， T. Moxnose， S. Furuta， Direct皿 easure皿 entsof exnployees involved in the Fukushi皿 aDaiichi nuclear power 
station accident for internal dose estinrates: JAEA's e王periences.NIRS.M-252， 13部， 2012.
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項目 追加評価者に関する 厚生労働省の見解

東京電力の考え方

追加2 C8-137， I-131未検出で， C8-134が検出された者について検討した C8-134のみを検出する事例は， C8-134の体内の量計が数低値いのほ統計ど増変加動すにる傾向がある
結果は以下のとおり。 ことから，スベクトルの各チャンネノレ当たり よる解析上の

WBC倒aI) ランダムエラ」に因るものと考えられる。
で1-131が 1 76人の C8・134の検出限界値 (MDA)の最大値 (618Bq)より

不検出の 小さいC8-134検出値を棄却し、 C8-134を検出限界値以下 従って、 C8-137の摂取量の推定として、 C8-137のMDAが検出されたと仮定し
場合の推 (MDA)とする。 て推定することは妥当である。(東電湾え方2-1)
定方法

2-1 1以外の場合は、個々の作業者の C8-137のMDA値を検出値( C8-137 一方，事故初期には C8-134とC8-137が類似した割合で存在しており， C8-137 
不検出だ

として仮定し、 C8-137の摂取量を推定。
が未検出の場合，検出された C8司 134の全身量を C8-137に割り当てることも別法

が、 C8-134
2-2 また、 C8-137のMDAが不明な場合は、 C8-134と同量摂取し

として妥当である。(京電考え方2-2)
検出)

たと仮定し、 C8-137の摂取量を推定

3 . 2により推定された Cs-137摂取量に基づき、 I-1311Cs-137比 ただし、定量された C，，-134体内量に関値(今回は 618Bq)の様な概念を導入し，

を用いてI-131を検出。 関値未満の場合でC8-134を未検出と扱うこと比 C8-134の線量(微々たる線量

であるが)を過小評価する場合が生じるので、東電の考え方の 1によるスクリー

4 3により推定されたI-131摂取量と、壬131のMDAを検出催と ニングは行うべきではない。

して仮定したI-131の摂取量を比較し、低い方を採用(標準手法

どおり。)

5 



項目 東京電力の標準的な方法 追加評価者に関する 厚生労働省の見解

東京電力の考え方

追加3 東京電力社員については、以下のとおり滞在総量を評価し 線量の追加再評価に伴い、特定の社員に 個々の出動状況に応じて滞在線量を

た。 ついて、出動簿等により、免震重要擦の滞 評価することは妥当である。

滞在線量 在期間を限定し、個別の評価を行う。

の加算に 1 3月の滞在線量

ついて 元諸事業者の積算型線量計の測定データ (3/15~3/31)及
び免震重要棟の緊急時対策室で測定したサーベイメータの

測定値(3/12~3/14)から、積算線量を推定評価した。
これにより、免震重要棟に 3/11~3/31 まで務躍していた

場合の線量を 8.56mSvと評価した。

2 4月の滞在線量
免震重要椋の緊急時対策室の3カ所に配備したガラスバ

ッジの測定値の平均値(4f4~4/30) と、免震重要棟の緊急
時対策室のサーベイメータの測定値 (4/1~4/3) を使用して
評価した。

との結果、 4/1"-'4/30まで滞在していた場合の線量を

2.06mSvとした。

， 

3 個人線量への反映
3月に緊急作業時従事した社員が免震重要棟の滞在中に

受けた線量として、滞在期間にかかわらず一律8.56mSvをj]日

える。
4月に免震重要棟に滞在することで受ける縁量として、滞

在耳目聞にかかわらず、一律2.06mSvを加える。
、 た定し、滞在日毎に個別に線量を測定・評価した場合には、

その線量を滞在線量としてもよい。

6 
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項目 東京電力の考え方 厚生労働省の見解

追加4 .JAEAでの WBC(Ge)の測定値は、表面汚染の影響が少なく、かっ、測 . 体内 Cs量の評価については.JAEAのWBC(Ge)の測定結果を用
定精度も高いもつども信頼できる測定値である。 いるのが妥当である。

安定ヨウ -しかし、環境中の1-13νCs.137のモニタリングポストの測定値は約 290 . H31の線量新商には、過大評価が見込まれるものの、WBC倒aI)
素剤 倍であり、放出量からの推定でも、約 70{音である。これを前提にすると、 での測定での検出限界値ω四A)を補正係数で除したもの(追加項

減衰を考慮しても、1-131は測定時点で検出限界値(MIlA)の10倍程度 目1参照)が検出されたと仮定して H31の推定を実施すること
あったはずであり、 I.131が検出されなかったととが説明できない。この が現時点では妥当と判断した。その理由は以下のとおり。
ため、作業者が服用した安定ヨウ素剤に一定の効果があった左考えるのが ①線量評価には被検者自身の測定値を用いるのが基本である。
合理的である。 @類似作業者の I.1311Cs-137比はデータ数が少なく、かっ、ば

-以上から、標準手法により、1-131を推定することは必ずしも合理的では らつきも大きいため、適用が困難である。
-ない。 ③安定ヨワ素弗Jの正確な服用時期が不明のため、安定ヨク素剤

-このため、他の労働者で、安定ヨウ素剤を服用して H31が検出された者 服用者から得られた H311Cs-137(1名)の比を用いること
のI-13νCs137比を使うことは妥当ではない方、 は妥当とは言えない。

-また、同様に爆発に巻き込まれた者の Cs-137の測定値に基づいて1-131 @線量評価の標準的スキームに準じている。
を測定することは妥当ではない方、
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項目

1 

摂取日

東京電力の方法

・作業開院合日が 3月、 4月の

場合:

摂取日を作業関始固とする@

なお、作業開始が 3月 11日

以前の場合、摂取日を 3月

12日とする。

(環境中の放射性物質濃度

は、水素爆発後急激な上昇・

下降を示し、その後徐々に低

下傾向にある。従って、3月、

4月入域者は前半に偏って

いると考えられるのマ、埜I!it
Hを作業開始日に設定するn

なお、最初の水素爆発は s
月 12日なので、摂取日は最

大限朔つでも 3月 12日とす

ゑ阜L

-作業開始日が5月以降の揚
，ι. 
"'. 
摂取日を作業開始日と終了、

日の中間日とする。

(内部被ぱくの主要核種で

あるヨク素について、環境中

の放射性物質濃度は5月以

降十分低い値となうている

ことから、摂取日は作業期間

の中間日を設定する。)

【平成25年7月の再評価での検討事項(抜粋)】

元方事業者の方法

[プラントメーカー]

摂取日は、初回測定時は1F緊急作業実施初

日とし、次回測定時以降は前回測定時以降の

作業実施初日とする。

原京電カ]

応援職員(ほとんどが3日間)について、中
間日を摂取日としていた。

[原発専業者等1
・3/11からの作業者偵震重要棟滞在者)に

ついては、柏崎刈羽発電所のWBC(PIJとNal
サーベイメーターで評価し、摂取日は 3/12
とした。

-上記以外の者については、 WBC⑪M)によ
る評価で、摂取日は作業開始日から WBC測

定日との中間日を摂取日とした。

[原発専業者等]
・作業開始日と作業終了日の中間日を摂取日

とする。

[プラントメーカー]

・震災当日-3/23までに従事した者

環境中の放射能濃度モエタリング結果に

より、特に大量の放射性物質が放出された日

を摂取日左、した。

震災日-3/15まで→ ，3/15
3/16-3/18まで → 3/18 
3119-3124まで → 3/24 

8 

厚生労働省の判断

.1侃 Pの考え方では、定常状態では、モヱタリ

ングの中間日を摂取日として、評価したとき

に、十分な評価となるようにモニタリングの
頻度を定めることとしている。ただし、事故

があった場合は、事故日を摂取日とすること

が原刻。

.1-131の濃度については~西内のデータによれ

ば、 3月 19日以降、 4月いっぱいまでは、対

数グラフで'1次線形の駒少傾向が認められる。
.H23年e月に250mSvを超えた者の内部被ば

く評価において、マスクの着用が不十分だっ

たこともあり、 3月 12日の急信摂取として評
価した。

・個別具体的な被ぼくの状況が不明である場合

は、保守的な評価方法である東京電力の方法

に統一すべきである。
-個別の行動調査結果などがあれば、それを考

慮するととは認められる。

• 3月 23aまでの摂取日の考え方については、

一定の妥当性は認められるが、屋外の空間線
量率のトレンドがそのまま摂取のトレンドに

なるわけではないため、東京電力の方法が妥
当。

別紙4

線量の見直しの概要



項目 東京電力の方法 元方事業者の方法 、厚生労働省の判断 線量の見産しの概要

3 月 ~5月上旬までの lF入域者において摂取日か
4 ら約 1生月区上経過した後のjJDJ定結果から1-131に [プラントメーカーJ[原発専業者 -どちらが保守的とはいえない

よる内部被ば《量を評価する場合には過去の統計に 等] 状況ではあるが、東京電力
WBC(PL) 基づいた補正を行う。 の補正式の方が実測値に基
の場合で、 NaIサーベイメーターの測定値 づいているので、理にはか
NaIサー 0統計に基づく補正を加えた評価(I-l31による実効 が0.00μSvlhとなった場合は、 なっている。
ベイメー 線量評価) 測定値が0.01μSvlhであったと .・各社が統ーしてどちらかの方
ターによ NaIサーベイメーターの測定結果を用いずに、 想定した上で、 rMONDAL3Jの 法を実施する。
る評価方 WBC(PL)の測定結果から Cs-137の実効線量を算 体内残留率で Iによる内部被ば
法(1-131 出し、その値に統計に基づく実効ー裁量比 くを評価する。
が測定さ (I-1311Cs-137)を掛けることによりI-131の実効線
れない場 量を算出する。 [プラントメ カ ] 1-131の内部被ぱくが過小琵
合の推定) 補正式は下記に定める。 NaIサーベイメーターの測定値 イ面左なる可能性が高いため、東

が0.00ιSvlhとなった場合は、 京電力の方法で評価するaY=-0:.4実6効33線X量比+ 18843 
Y : ~5s7JiIít:liJ;t; (I-131/Cs-137) I-131による被ぱくをぜロとし

X:摂取日(明治33年 1月1日を I1J て評価a

として開始する値) [原発専業者等][プラントメ -環境中のI/Cs比のトレンド
なお、この評価方法が適用される場合は下記の遇 カーI と、実際の摂取されたI/Cs比

りである。 -NaIサーλイメーターの測定 のトレンドは一致せず、実際に
(0甲状腺に沈着したI・131起源の線量率が、 NaI 値が 0.00μSvlhとなった場合 摂取されたものの方が低い傾

サーベイメーター測定によって得られた線量率 は、環境中の I-131/Cs-137比を 向がある。
に占める割合が低いと考えられる場合 表からよみとり，1-131による内

伊g) 部被ぱくを評価する。 -WBC(PL)で実測された測定

-体表面汚染の影響が無視できない場合 伎に基づく東京電力の方法の

-体内に存在する C:;rI34，137の放射能量の影響が無 [原発専業者等] 方が、信頼性が高いと思われ

視できない場合 -1-1311Cs-137比の適用に当た る。

-NaIサーベイメーター測定日が摂取日から約 1ケ り、 WBC(PL)測定結果の 1/2を

月以上経過しているときなど測定時期が適切では Cs-137 として、その{直に

ない場合 1 -131/Cs-137比を乗じて計算。

(II) W B  C(PL)測定のみを行い、 NaIサーベイータ
ーの測定を行っていない場合(定期・オフライ

ンWBC受検)
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別記の元方事業者の代表者 あて

基安発 0325第 2号

平成 26年 3月 25日

厚生労倒省労働基準局安全衛生部長

東京電力福島第一原子力発電所における内部被ばく管理の徹底についだ

表記につきましては、平成25年7月 11日付け基安発 0711第2号により通知していると

ころですが、今般、内部被ばく線量について追加の再評価を行った結呆、内部被ばく線量

の見直しが生じたことを踏まえ、下記のとおりの措置を鱗じ、貴社の関係請負人の労働者

を含めた適切な内部被ばく管理の徹底に万全を期すよう求めます。

なお、東京電力株式会社に対しては、知j添 1のとおり通知しておりますので申し添えま

す。

記

1 趣旨等

本年度から実施されている厚生労働省研究涯による緊急作業従事者を対象とする疫学

調査で使用するため、東京電力に内部被ばく評価の詳細の提出を求めていたところ、東

京電力が平成 23年 8月2日に定めた「福島第一原子力発電所における内部被ばく線量の

評価方法についてJ(以下「統一評価方法Jという。)によらない方法で内部被ばく評価

が行われていた事案が判明した。このため、平成 23年3月及び4月に作業を開始した緊

急作業従事者について別添2のとおり内部被ぱくの再評価を実施したところである。

ついては、以下の2から 4に掲げる措置を適切に実施するとともに、以下の 5により、

その実施状況について厚生労働省に報告すること。

2 線量記録の適切な管理・保管

次に掲げる事項について必要な体制を構築すること

(1) 将来の検証に耐えられるよう、同発電所作業者に係る外部被ばく、内部被ばくとも

に、測定器の種類、測定条件、測定結果を可能な限り原票の形で保管しておくこと



(2) 内部被ぱく測定については、スペクトルデー夕、検出限界値といった測定の詳細に

加え、摂取日(作業開始日)の根拠となる、ホ~Jレボディカワンターの受検特の関係

書類、勤務シフト表、出勤簿、放射線管理手帳の写し等の一次記録の保管とともに、

内部被ばく線量の計算過程も記録しておくこと

(3) 貴社社員分のみならず、関係請負人の労働者に係る測定等の結果についても、問機

に管理及び保管を行うとと

3 内部被ばく評価の方法の周知徹底、見産された線量の適切な伝達等

(1) 貴社及び関係請負人の労働者に対して、再評価によって見直された内部被ぼく線量

を該当者に確実に伝達するとともに、変更の理由を丁寧に説明すること。なお、該当

者の放射線管理手帳についても、もれなく修正すること。

(2) 内部被ばく線量の変更に関して、 (1)の線量管理手帳の修正がもれなく終了するま

での問、費社又は関係請負λの労働者のうち緊急作業従事者に核当する者からの相談

を受け付けるための窓口を設置するとともに、相談に対して丁寧に対応すること。窓

口の連絡先は、関係請負人を通じて周知すること。

4 内部被ばく線量の見直しに応じた適切な長期的健康管理の実施

([) 今回の内部被ばく線量の見直しにより、緊急作業従事期間中の実効線量が新たに

50mSvを超えることとなった者に対しては、 「東京電力福島第一原子力発電所におけ

る緊急作業従事者等の健康の保持増進のための指針J (平成 23年 10月 11日 公示

第 5号。以下「指針Jという。)の「特定緊急作業従事者等被ばく線量等記録手帳J

の対象となることを説明し、その申請を勧奨するとともに、白内障に関する眼の検査

を実施すること。

(2) 緊急作業従事期間中の実効線量が新たに 100mSvを超えることとなった緊急作業従

事者に対しては、指針で定めるがん検診等を適切に実施すること。

(3) (1)又は(2)に該当する者が関係詩負人の労働者の場合は、関係脅負人に対して必要

な指導援助を実施すること。

5 厚生労働省への報告

2から 4に掲げる事項の実施状況について、平成 26年5月 15日(木)までに厚生労働

省に報告すること。また、 3(1)については、放射線管理手l恨の修正が全員について終了

するまでの問、毎月末に状況を厚生労働省に報告すること。

2 
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東京電力株式会社

代表執行役社長庚瀬直己殿

別添1

基安発 0325第 1号

平成 26年 8月 25目

厚生労働省労働基準局安全衛生部長

東京電力福島第一原子力発電所における内部被ばく管理の徹底について

表記にfコきましては、平成 25年7月 11日付け基安発 0711第 l号により通知していると

とろですが、今般、内部被ばく線量について追却の再評価を行った結果、内部被ぱく線量

の見直しが生じたことを踏まえ、下記のとおりの措置を鰭じ、発電所内の適切な内部被ば

く管理の徹底に万全を期すよう求めます。

なお、発電所内で作業する各元方事業者に対しては、 ~IJ添 1 のとおり通知しております

が、貴社としても、本通知の内容について、発電所構内において放射線業務を行う全ての

事業者に周知願います。

記

1 趣旨等

本年度から実施されている厚生労働省研究班による緊急作業従事者を対象とする疫学

調査で使用するため、貴社に内部被ばく評価の詳細の提出を求めていたところ、貴社が

平成23年8月2日に定めた「福島第一原子力発電所における内部被ぱく線量の評価方法

についてJ(以下「統一評価方法」という。)によらない方法で内部被ばく評価が行われ

ていた事案が判明した。このため、平成23年3月及び4月に作業を開始した緊急作業従

事者について別添2のとおり内部被ぱくの再評価を実絡したところである。

ついては、以下の2から 4に掲げる措置を適切に実施するとともに、以下の 5により、

その実施状況について厚生労働省に報告すること。

2 被ばく線量評価の適切な実施及び線量記録の適切な管理・保管

(1) 内部監査部門により、以下の事項を含む個人線量管理部門の監査を実施レ、必要な



改善措置を実施すること

ア データ入力管理等

① デ}タ入力、計算等を行う場合のダブルチェ yク体制(相互牽制)の構築

② 定められた方法によらない方法による計算等がある、データ相互聞の何らか

の矛盾や不整合がある等について、外部から指摘を受けた場合又は職員自らが

把握した際に、管理者に報告の上、必要な調査及び修正等を迅速に実施できる

体制の構築

③ その他、同様の事案を再発させないために必要な事項

イ 線量記録の適切な管理及び保管

① 将来の検証に耐えられるよう、外部被ばく、内部被ぱくともに、測定器の種

類、測定条件、測定結果を可能な限り原票の形で保管しておくための体制等の

構築

② 内部被ばく測定については、スペクトルデー夕、検出限界僚といった測定の

詳細に加え、摂取日(作業開始日)の線拠となる、ホールボディカウンターの

受検時の関係書類、勤務シフト表、出動簿、放射線管理手帳の写し等の一次記

録の保管とともに、内部被ばく線量の計算過程も記録しておく体制等の構築

③ 東京電力社員分のみならず、東京電力が実施した元締事業者及び関係請負人

の労働者に係る測定等の結果についても、同様に管理及び保管を行う体制等の

構築

(2) 被ばく線量に関する情報を公的機関に報告又は対外的に公表する際は、その内容の

正確性について、原則として、品質管理部門の放射線管理の専門職の確認を受ける体

制等を構築すること

3 見直された線量の適切な伝達等

(1) 東京電力社員に関して、再評価によって見直された内部被ばく線量を該当者に確実

に伝達するとともに、変更の理由を丁寧に説明すること。なお、核当者の放射線管理

手帳についても、もれなく修正すること。

(2) 元請事業者が、自社及びその関係精負人の労働者に対して(1)に定める事項を実施

する際、東京電力から必要な情報を提供する等、適切な支援を実施すること。

(3) 内部被ばく線量の変更に関して、全ての緊急作業従事者について(l)に定める事項

が終了するまでの問、全ての緊急作業従事者からの相談を受け付けるための窓口を設

置するとともに、相談に対して丁寧に対応すること。窓口の連絡先は、元諸事業者を

通じて周知するとともに、発電所構内への掲示、インターネットホームベージの掲載

2 



等により、積梅的に周知すでること。

4 内部被ばく線量の見直しに応じた適切な長期的健康管理の実施

(l) 今回の内部被ばく線量の見直しにより、緊急作業従事期間中の実効線量が新たに

100mSvを超えることとなった緊急作業従事者に対しては、「東京電力福島第一原子力

発箇所における緊急作業従事者等の健康の保持増進のための指針J (平成 23年 10月

11日 公示第5号。以下「指針Jという。)で定めるがん検診等を適切に実施するこ

と。

(2) 今回の内部被ばく線量の見直しにより、緊急作業従事期間中の実効線量が新たに

50mSvを超えることとなった緊急作業従事者がいる元諸事業者に対して、指針に基づ

く措置の実胞に関して、医療機関の紹介等、必要な支援を行うこと。

5 厚生労働省への報告

2から 4に掲げる事項の実施状況について、平成 26年5月 15日(木)までに厚生労働

省に報告すること。また、 3(1)については、放射線管理手帳の修正が全員について終了

するまでの筒、毎月末に状況を厚生労働省に報告すること。
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東電福島第一原発緊急作業従事者の内部被ぱく線量の追加再評価

とりまとめ

別添2

。平成26年3月25同

厚生労働省労働基準局

厚生労働省では、以下のとおり、東京電力及び元諸事業者に対して再評価の実施を指

導し、その結果に基づき、内部被(;j!く線量の見宜しを行った。

1 追加再評価の方法

(1 )福島第一原発緊急作業者を対象にした甲状腺の健康影響に関する疫学研究(厚労科研

費特別研究)でのぱ〈露評価を実施するため、内部被(;j!<線量の標準手法の評価方法

ごと(JlIJ紙 1 の⑦~(6)l に、詳細な内部被ぱくの計算過程が必要となった。

(2)研究に協力するため、東京電力において、内部被ぱく線量1刺聞の計算過程を評価方法

別に分類していた際、本年1月31目、標準手法によらない方法で肉部被ぱく評価が

符われている被!まく線量が9人分あることが判明した。

(3)同様の事案がないかどうかを確認するため、本年2月4日から、東京電力及び協力会

社の被lまく線量デ-51(平成23年3月及び4月分)の全数(前回再評価対象等の1.284 
人1客除<6.245人(東電1.845人、協力会社4.400人))を別紙1の①ゆら⑤のデー

タシートに入力し、精査したところ、合計1.536人分(東電608入、協力会社928人)

について、標準手法によらない方法で内部被ぱ〈評価が行われた可能性があることが

判明した(詳細は別紙2参照)。

(4)厚生労働省では、新たに明らかl=なった検討項目(別紙3)について専門家の意見を

聴取した上で、主主主旦立且に、別紙Zから 4に基づき、東京電力及び先諸事業者に

対して内部被lまくデータ巷高評価し、必要な場合lま、内部線量の見直しを行うよう指

重した。

(5)別紙2から4に基づく再評価の結果、肉部被I;j!<線量が2mSv(飽録レベル)以上か

つ変動幅が+1 mSv以上となる百十 142人(東電24人、協力企業 (18社)118人)につ

いて、内部被ぱく線量の見直しが必要となった。

2 追加再評価の基本的考え方及び前回再評価との違い

(1)基本的考え方

ア 電離放射線障害防止規則第s条第5項は、内部被ばく線量は、厚生労働大臣が定

める方法により値を求めるものと規定しており‘その方法を定めた大臣告示は、

内部被ばく測定の基本的な考え方を示しているが、詳細な方法については定めて

ど皇位。
イ 内部被ぱくの評価については、被ぱ〈状況に応じて複数の評価方法が存在する。

放射性物質をいつ摂取したか、という最も基本的な情報が欠如する不確実性の中、

東京電力及び協力会社がそれぞれの判断で最適な方法を選択したわけであり、互

の方法がEしい‘間違っているという問題ではない。

ウ 厚生労働省としては、不確実性のある中、合理的な範囲で保守的な辞価ができる

ょう、また、内部被|ま〈の騨価方法壱可能な限り統一するため、評価方法の変更

を行政指導したものである。

l東電福島第一原発内に立ち入っていなかったことが判明した者25人を含む。



(2)昨年 7月の再評価と今回の追加再評価の遣い

ア 昨年7月の再評価は、内部被ぱ〈評価の詳細な方法l立各事業者の裁量にゆだねら

れていることを前提として、東京電力と協力会社の評価結果を比較し、協力会社

の評価結果が東京電力の評価結果より低いため、その妥当性が凝われたものに限

定し、そのZ信雄の妥当性を確認したものである。従って、前回の再評価の対象は、

協力会社の被I;J;<線量評価のうち、 2E離があるとしで抽出されたもの及び協力会

社及び東京電力が自発的に線量脊見竃したものに限定されていた。

イ 今回の追加再評価は、疫学研究のiまく露評価を実施するために必要となる、詳細

な核種毎の測定値、各種係数、計算過程等を皐全区鑑三するため、実施されたも

のである。これは、本来、事業者の裁量にゆだねられている評価方法の詳細に踏

み盗んだ行政指導であり、前回の再評価と異なり、全ての内部被ぱ〈線量データ

ま盆盆ιム左。

3 追加再評価の結果

(1)概要

ア 精査対象(平成23年3月及び4月で内部被lまくがあった被ばく線量。前回再評価

対象等により今回の対象から除外されたデ一書 1，284人を除く。): 6，245人(東電

1. 845人、協力会社4，400人u詳細は別紙2及び別紙3参照)

イ 再評価対象:1，536人(東電608人、協力会社928人)

ウ 見直し対象(肉部被lまく線量2mSv以上.変動幅+1 mSv以上に限定)・ 142人(束

電24人、協力企業 118人)

① 変動幅:平均 5.86mSv (1 目 01 口市v~89.83mSv) 
② 実効線量:2. 17mSv~180. 10mSv 

(2) 100ミリシーベルト超えの人数が1人増加(詳細Ia:別紙3の追加4参照)

ア 線量の変動:89.83mSv (内部被Iまく 100.05附v，外部被lまくー10.22mSv) 
イ 実効線量:90. 27mSv→180.10mSv (肉部被ばく 37.11mSv→137. 16mSv) 
ウ見直しの理由

① 測定精度の高いWBO(Ge)の測定値で、Os-137が高い。レベルで測定されており、

環境中の1-131/Cs-137比が 100倍程度あったことを考慮すると、測定自まで

の残留率を考慮しでも、測定日での1-131の体内残留量は検出限界値 CMDA)

の 10倍程度あったはずであるにもかかわらず、1-131:が測定されていないこ

とが説明困難である。このため、東京電力では、作業者が服用した安定ヨウ

素剣に一定の効果があったと判断し標準手法によるト131の推定を実施しな

かった。

②厚生労働省では、専門家の意見を踏まえ、 l-131を嬢取した可能性が完全に杏

定できない以土.過大評価が見込まれるものの、安定ヨウ繁膏1]の効果を考慮

盆芝、 1..，131の検出限界値(MDA)が検出されたと仮定して、1-131の推定し、

加算するよう指導した。

(3)緊急時被ぱく線量が50mSvを超え 100mSv以下の者が2人増加(詳細は目1]紙3項目追

加 2参照)

ア変動幅:2.44冊Sv，3.67mSv
イ実効線量:49.4mSv→51. 84mSv， 46.9mSv→50. 57mSv 
ウ 見直しの理由:Cs回 134が検出されているが、 Cs-137が未検出であったため、1-131

の推定を実施していなかった事例(別紙2の事例8-2)。



4 厚生労働省の対応

(1)東京電力に対し、以下の事項について指導する。

ア 内部監査部門により、個人線量管理部門の監査を実施し、仕事の流れやデータ

管理等について確惚じ、必要な改善措置を実施すること

イ 被lまく線量デー告を対外的に報告・公表する際は、原員IJとして、品質管理部門

の放射線管理の専門職の確認を受けること

なお、元自育事業者(内部被ぱ〈評価を独自に実施しているもの)に対しても、

記録の保存の徹底等について指導を実施する。

(2)大臣指針に基づき、見宣された被I;l:く線量に応じ、法定の健康診断に加えてがん

検診等の追加検査を実施するよう事業者lこ求め、退職後は圏がこれら健康診断等

を実施する。(参考資料参照)

(3)放射線による健康影響の把握には、年齢構成・喫爆・飲酒・既往歴等の翻査を含

めた厳格な疫学的研究が必要不可欠。このため、必要な疫学的研究を着実に実施

する。

ア 平成 25年度:白内障に関する研究、甲状腺に関する研究

イ 平成 26年度以降:25年実施研究1:::加え、必要な研究を着実に実施。



別手正1
内部被ぱく評価の方法(標準手法)

評価方法 評価方法の詳細 再評価結果

①IWBC(Ge)によ 東京電力は、女性労働者や、内部被ばく評価の値が 20mSvを超える者を日本原子力研 総計:126人(東電 114人、協力会社 12人)

りH31が検出 究開発機構 (J岨 A)核i体燃ホ料ーサルイボクデルィ工カ学ウ研ン究タ所ーに派遣し、精密測定を依頼した。 JAEA 再評価 :48人(東電47人、協カ会社 1人)・
された場合 は、ゲノレマエウム半導体 ィカウタ (WBC(Ge))を使用して内部被ぱくnTJ見直し:3人(東電2人、協力会社 1人)

定を実施した。また、 250mSvを超えるおそれのあった7人については、放射線医学総 変動幅:平均8.45mSv(4.32皿Sv-12.91皿Sv)
合研究所の WBC(Ge)で測定された。東京電力は、 JAEAと放医研から得た測定値に基づ 見直し後実効線量:35.01mSv-9L99皿Sv
き、 1.131の預託線量を評価した。

②NaIサベイメ 東京電力及び元請各社は、 WBCが不足していたため、本来は空間線量率を測定するた 総計:178人(東電5人、協力会社 173人)

ーターにより めの測定器であるNaIサーベイメーターの検出部を頚部に直接あてて甲状腺からのガン 再評価:79人(東電2人、協力会社77人)

I-131が検出さ マ線を測定し、それに甲状腺沈着係数を乗ずることで甲状腺のI-131の摂取量を評価した。 見直し :0人(東電0人、協力会社0人)
れた場合

③'WBC(NaI)によ 東京電力は、 JAEAから草帯型のヨウ化ナトリウム・シンチレ ションWBC 総計:491人(東電238入、協力会社253人)

りI-131が検出 (WBC倒aI))を貸与され、発電所から約50km隊れた小名浜コールセンターや東京で内 再評価 :.69人(東電52人、協力会社 17人γ
された場合 部被ばく測定を実施した。測定結果に基づき、東京電力は内部被ばく評価を実施した。 見直し:2人(東電0入、協力会社2人)

変動幅:平均1.87mSv(LOlmSv-2.74皿Sv)
見直し後実効線量:13.15mSv-26.18皿Sv

④WBC(NaI)によ WBCωaI)による測定の多くは、事故後2ヶ月経過した6月以降に実施されたため、 総計:4135人(東電 1284入、協力会社2851人)
り1.131が不検 半減期が短いI-131が検出されなかった事例が続出した。との場合、東京電力は、標準手 再評価:701人(東電349入、協力会社352人)

出の場合 法と1しのて預、託以線下量のといずれかの手法で推定した1.131による内部被ぱくのうち、低い方を 見直し:76人(来電 11人、協カ会社65人)

1-13 して採用した。 変動幅:平均4.38mSv(1.23mSv-35.54mSv) 
a)検出限界値 (MDA)から推定:1.131のMDAが実際に測定されたと仮定し、そこか 見直し後実効線量:2.81田 Sv'Y149. 18mSv 

ら残留シナPオにより 1.131の摂取量を推定した。

b)環境中の 1.1311C8.137比を使用した推定:測定された C8.137の摂取量に、東電福島

第一原発内で測定された環境中の1.1311C8.137比を乗じて1-131の摂取量を推定した。

⑤WBC(PL)によ 東京電力柏崎刈羽原子力発電所に設置されているプフスチックシンチレ ションWBC 総計:1263人(京電 188入、協力会社 1075人)

り1-131が不検 仰:BC(Pυ)f士、核種同定ができないため、 Cs.137を校正線源として校正している。こ 再評価:599人(東電 148入、協力会社451人)

出の場合 のため、③による NaIサーベイメーターでの有意なI-131の測定値と、 WBC(PL)による 見直G:44人(東電6人、協力会社38人)

Cs.137の測定値を比較し、測定日ごとの1.131/Cs.137比を算出するための近似式を設定 変動幅:平均4.29皿Sv(l.27mSv-22.81mSv) 

した。測定されたCs.137に1. 1311C" 137比を乗じて、1-131による預託線量を推定した。 見置し後実効線量:2.17皿Sv-73.41mSv

⑥1-131が不検出 同一作業を同一時期に実施した同僚作業者の1.1311C8.137比がわかっている場合i士、 総計:52人(東電 16人、協力会社36人)

で、同種作業者 @、⑤の方法によらず、測定されたC8.137の測定値にその比を乗じて1-131の預託線量を 再評価:40人(東電 10人、協力会社30人)

の1.1311Cs.137 推定した。 見直し:17人(東電5人、協力会社 12人)

比を使用した また、他の原子カ施設で測定した内部被ば〈評価結果がある場合は、それを採用した。 変動幅.平均 16.54mSvC2.28mSv-89.83mSv) 
場合等 見直し後実効線量:3.58皿Sv~180.1O皿Sv

1 



メ<>.

" 計 精査士操:6245人(東電 1845入、協力会社4400人)

再評価対象:1536人(東電608人、協力会社928人)

見直し:142人(京電24人、協力会社 118人)

変動幅:平均 5.86mSv(l.OlmSv~89.83m.Sv) 
見直し後実効線量・ 2.17inSv~180.10mSv

2 



事例

.事伊tlA-l(作業開始日・摂取引

3月 11日から4月末までの聞に外部被ばく線量が記録さ

れているにもかかわらず、作業開始日と凝取日が一致して

いない事例。

・事例A-2(作業開始日・摂取引

3月 11日から4月末までの聞に外部被ばく線量が記録さ

れているにもかかわらず、作業開始日(摂取日)が外部線

量記録より後になっている事例。

・事例B-l(ヨウ素補正が未実施)
1-131が不検出の場合で、 Cs-137が検出されているにも

かかわらず、 1-131補正を行っていない事例

・事例 B-2(ヨク素補正が来実施〕

1-131が不検出の場合で、 Cs-134が検出されているにも

かかわらず、 Cs-137が検出されていないため、 1-131補正

を行っていない事例

・事例 C-l(測定値等の未入手)

他の原子力事業者等での測定結果をそのまま採用し、
明IBCの測定値等が東京電力に報告されていない事例

・事例 C-2(評価方法詳細の未入手)

同一作業者の内部被ばく測定結果に基づく評価や他の方

法による評価を行っているとしているが、評価方法の詳細
が東京電力に報告されていない事例。

・事例D
事例 A~C 以外で、東京電力が保有するデータにより、

標準方式で計算した値と、元議から提出された値に

O_lmSv以上の恭離(プラス側又はマイナス側)がある事

例。

【追加再評価の対象となった事例】

l ‘ 厚生労働省の見解

-事伊tlA
作業開始日について、行動調査結呆、 WBC受検記録、外部被ばく

線量記録、勤務シフト表、本人への調査結果等(以下『行動調査等J
c いう。)を確認し、作業開始日(摂取日)を再確認し、最も信頼

のおける作業開始日(摂取日)を採用し、別紙4の項目 1に基づき

再評価を実施すること。

.事例A-2
構外作業の可能性があるため、本人の行動調査等を再確認し、 3

月 11日から4月末まで福島第一原発に立ち入っていたかどうかを

再確認すること。

再確認の結果、立ち入っていたことが判明した場合は、採用され

た作業開始日(摂取日)に基づき、再評価を実施すること。

・事例B-l
東京電力の標準手法に従い、 WBC(PL)の場合は、前回再評価項

目4に従って推定を実施すること。 WBC(NaI)の場合は、追加項目

2を踏まえて 1-131による内部被ぱくを再評価(検出限界値(MDA)

を使用する場合は、補正係数2.935で除したものを使用。)するこ

と。
.事例 B-2

Cs-137の検出限界値 (MDA)が検出されたと仮定、又は Cs.134
とCs-137;v;向量摂取されたと仮定し、事例 B-lと同様に 1-131に

よる内部被ばくを再評価すること。(詳細は「別紙3の追加2Jを

参照のこと。)

・事例 C-l
他の原子カ事業者等から測定結果を入手し、東京電力の標準手法

に合致しているか確認し、合致していない場合は標準手法により再

評価を行うこと。

.事例 C-2
同一作業者の評価結果等、評価の根拠を提出の上、評価方法の説

明を添付すること。

・事例D

WBC の測定結果、計算過程等を確認し、~離の理由を調査する
こと。理由が不明な場合は、標準手法に基づき内部被ばく線量を再

評価すること。

3 

別紙2

備考

再評価の結果、内部被ばく

線量が 2InSv(内部被ばく記

録レベル)以上で、かつ、修

正幅がプラス方向に lmSv
以上のものについて、記録線

量を見直した。



Jjl]紙3

【追加再評価での新たな検討事項】

項目 東京電力の標準的な方法 追加評価者に関する 厚生労働省の見解
東京電力の考え方

追加1 別紙1-2 測定時期遅れによる 1-131がゆとな • 1 回目の WBC測定 (5 月 13 日 ~21 日) ① MDAによる補正を行う場合は、文献Eにおい
った場合の補正方法について でCs-137、I-131ともに検出されなかった ては、 24人の被験者の結果から、

WBC(NaI) ことから、I-131摂取量を WBC(NaI)の検 WBC(Nal)のI-131の評価結果は、WBC(Ge)
とWBC 1. 摂取時期が 3 月 ~6月の場合 出限界値@四IA)を摂取していたと仮定。 の約3倍と評価されている。
(Ge)の補 摂取日が 3月~6月で、 1-131 が検出されていな -最新の知見の反映として、「小名浜 WBC ②文献の値と、東京電力のデータが具なるの

正係数に い場合、以下の繍正を行い 1-131の摂取量を計算に (Nal)測定結果に基づく1-131の評価値J は、東京電力が小名浜で使用したWBC(Nal)
ついて より求め、実効線量を評価する。 と rJi岨A東海研 WBC(Ge)の甲状線モニ と、 JAEAの東海研究所に設置されている

ターの測定結果に基づくI-131の評価値J WBC倒al)が、形式(キャンベラ社製ファス
(1)猿境データに基づく 1-131/Cs-137比を用いた の比が 2_935倍あることを反映。 MDAを トスキャン)は同じでも型式が異なるためと
補正 2_935で除した上で作業初日の急性摂取と 考えられる。
1-131が検出されず、 Cs-137が検出された場合、以 してMONDALコードにより 1-131の摂取 ③いずれにせよ、 WBCωaI)がWBC(Ge)と比
下の街宣を行う。 量を推定。 較して測定値が系統的に過大に出ることは
-Cs-137測定値を Cs-137の残留率で除し、 Cs-137 明らかである。このため、 MDAを2_935で
摂取量とする。(①→②) 除すことで補正した上で1-131の摂取量の

-Cs-137摂取量に摂取日の環境中 1-131/Cs-137比 推定を行うことは妥当である。
来を乗じて、 1-131摂取量とする。(@→③) ④この場合、 WBC(Nal)で評価した1-131の値

(2) 1-:131検出限界値を用いた補正 (あるいは検出限界値)を 2_935で割り，そ
• 1-131検出限界値(MDA)を1-131残留率で除しョ れを甲状腺に残留した1-131量と見なすの
1-131摂取量とする盆(@→@) で.WBC(Nal)の測定視野は全身であって

(3)補正値の決定 も，全身残留率ではなく甲状腺残留率を使う

-環境データに基づく補正値と検出限界値に基づく べきである。

補正隼を比較し、低い方を 1-131摂取量とするa

(4)同時期の作業者の摂取量等のデータから評価

-同時期の作業者の摂取量等のデーダから評価す，

ることも可能とする。

※1-131/Cs-137比
当該摂取日に測定した環境データから rr-131

/Cs-137存在比Jを設定する。

1 O. Kurihara. K Kanai， T. Nakagawa. C. Takada. T. Momose， S. Furuta， Direct measurements of e皿.ployeesinvolved in the Fukushima Daiichi nuclear power 
station accident for int四百aldose estimates: JAEA's e:勾 eriences.NIRS-M切 2，13-25， 2012， 
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項目 追加評価者に関する 厚生労働省の見解

東京電力の考え方

追加2 Cs-137， 1-131未検出で， Cs-134が検出された者について検討した C8-134のみを検出する事例は， C6-134の体内量が低いほど増加する傾向がある
結呆は以下のとおり。 ことから，スベクトノレの各チャンネノレ当たりの計数値の統計変動による解析上の

WBC(NaI) ランダムエラーに因るものと考えられる。
で1-131が 1 76入の Cs-134の検出限界値 (MDA)の最大値 (618Bq)より

不検出の 小さい Cs-134検出値を棄却し、 Cs-134を検出限界値以下 従って、 Cs-137の摂取量の推定として、 C8-137のMDAが検出されたと仮定し
場合の推 (MDA) とする。 て推定することは妥当である。{東電考え方2-1)
定方法

2-1 1以外の場合は、個々の作業者の Cs-137のMDA値を検出値( C8-137 一方，事故初期には C8-134とCs-137が類似した割合で存在しており， C8-137 
不検出だ

として仮定し、 Cs-137の摂取量を推定。
が未検出の場合，検出された Cs-134の全身量を C8-137に割り当てることも別法

治宝、 Cs-134
2-2 また、 Cs-137のMDAが不明な場合は、 Cs-134と同量摂取し

として妥当である。(京電考え方2-2)

検出)
たと仮定し、 Cs-137の摂取量を推定

3 . 2により推定されたCs-137摂取量に基づき、 1-1311Cs-137比
ただし、定量された C，;-134体内量に闇値(今回は618Bq)の様な概念を導入し5

を用いて1-131を検出ロ 関値未満の場合で Cs-134を未検出と扱うことは， Cs-134の線量{微々たる線量

であるが)を過小評価する場合が生じるので、東電の考え方の 1によるスク!J-

4 3により推定された1-131摂取量と、I-131のMDAを検出値と ニングば行うべきではない。

して仮定したI-131の摂取量を比較し、低い方を採用(標準手法

どおり。)
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項目 東京電力の標準的な方法 追加評価者に関する 厚生労働省の見解

東京電力の考え方

追加3 東京電力社員については、以下のとおり滞在線量を評価し 総量の追加再評価に伴い、特定の社員に 個々の出動状況に応じて滞在線量を

た。 ついて、出勤簿等により、免震重要棟の滞 評価することは妥当である。

滞在線量 在期簡を限定し、個別の評価を行う。

の加算に 1 3丹の滞在線量

ついて 元諸事業者の積算型線量計の測定データ (3/15~3/31)及
び免震重要棟の緊急時対策室で測定したサーベイメータの

測定値(3/12~3/14)から、積算線量を推定評価した。
これにより、免震重要棟に 3/11~3/31 まで諸銘Eしていた 、

場合の線量を8.56mSvと評価した。

2 4月の滞在線量
免震重要棟の緊急時対策室の3カ所に配備したガラスバ

ッジの測定値の平均値 (4/4~4/30) と、免震重要棟の緊急
時対策室のサーベイメータの測定値 (4/1~4/3) を使用して
評価した。

この結果、 4/1へ'4/30まで滞在していた場合の線量を

2.06mSvとした。

3 個人線量への反映
3月に緊急作業時従事した社員が免震重要棟の滞在中に

受けた線量として、滞在期聞にかかわらず一律8.56mSvを加

える。
4月に免震重要棟に滞在することで受ける線量として、滞

在期間にかかわらず、一律2.06mSvを加える。
た定し、滞在日毎に個別に線量を測定・評価した場合には、

その線量を滞在線量としてもよい。

6 



項目 東京電力の考え方 厚生労働省の見解

追加4 . J，四Aでの WBC(Ge)の測定値は、表面汚染の影響が少なく、かっ、混Jj . 体内 Cs量の評価については.JAEAのWBC(Ge)の測定結果を用

定精度も高いもっとも信頼できる測定値である。 いるのが妥当である。
安定ヨウ -しかし、環境中の 1-131/Cs-137のモエタリングポストの測定値は約 290 . I-131の線量評価には、過大評価が見込まれるものの、WBC(Na1)
素弗j 侍であり、放出量からの推定でも、約 70倍である。これを前提にすると、 での測定での検出限界値@回A)を補正係数で除したもの(追加項

減衰を考慮しても、I-131は測定時点で検出限界値 (MOA)の10倍程度 目1参照)が検出されたと仮定してI-131の推定を実猫すること

あったはずであり、I-l31が検出されなかったことが説明できない。との が現時点では妥当と判断した。その理由は以下のとおり。

ため、作業者が服用した安定ヨウ素剤に一定の効果があったと考えるのが ①線量鮪面には被検者自身の測定値を用いるのが基本である。

合理的である。 ②類似作業者の 1-1311Cs-137比はデータ数が少なく、かっ、ば

-以上から、標準手法により、I-l31を推定することは必ずしも合理的では らつきも大きいため、適用が困難である。
fよb、。 ③安定ヨウ素剤の正確な服用時期が不明のため、安定ヨウ葉剤

-このため、他の労働者で、安定ヨウ素弗jを服用してI-l31が検出された者 服用者から得られた I-1311Cs-137(l名)の比を用いること

のI-1311Cs137比を使うことは妥当ではない方、 は妥当とは言えない。

-また、同様に爆発1;:巻き込まれた者の Cs・137の測定値に基づいて 1-131 @線量評価の標準的スキームに準じている。

を測定することは妥当ではない語、

J 
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項目

1 

摂取日

東京電力の方法

・作業開始日が 3月、 4月の

場合:

摂取日を作業開始日とする。

なお、作業開始が 3月 11日

以前の場合、摂取日を 3月

12日とする。

(環境中の放射性物質濃度

は、水素爆吾善後急激な上昇・

下降を示し、その後徐k に低

下傾向にある。従って、 3月、

4月入域者は前半に偏って

いると考えられるので、霊盈
Hを作業開始日に設定するの

なお、最初の水素爆発は 3

月 12日なので、摂取日は最

大限朔って弘 3月12B 左す

盃...L

-作業開始日が5月以降の場
k-. 

'" 摂取日を作業開始日と終了

日の中間日とする。

(内部被ぱくの主要核種で

あるヨク素について、環境中

の放射性物質濃度は5月以

降十分低い値となっている

ととから、摂取日は作業期間

の中間日を設定する。)

【平成25年7月の再評価での検討事項(抜粋)】

元方事業者の方法

fプラントメーカー]

摂取日は、初回調tl定時は1F緊急作業実施初

日とし、次回測定時以降は前回測定時以降の

作業実施初日とする。

陳京電力]

応援職員(ほtんどが3日間)について、中

間日を摂取日としていた。

[原発専業者等]

・3111からの作業者鴎震重要棟滞在者)に

ついては、柏崎刈羽発電所のWBC(Pυ~NaI
サーベイメーターで評価し、摂取日は 3/12
とした。

-上記以外の者については、 WBC<Nauによ

る評価で、摂取日は作業開始日から WBC測
定日との中間日を摂取日とした。

[原発専業者等]
・作業開始日と作業終了日の中間日を摂取日

とする。

[プラントメーカー]

-震災当日 ~3/23 までに従事した者
環境中の放射能濃度モニタリング結果に

より、特に大量の放射性物質が放出された日

を摂取日とした。

震災日 ~3/15 まで→ 3/15
3/16~3/18 まで → 3/18 
3119~3/24 まで → 3/24 

8 

厚生労働省の判断

・ICRPの考え方では、定常状態では、モニタ日

ングの中間日を摂取日として、評価したとき

に、十分な評価となるようにモニタりングの

頻度を定めることとしている。ただし、事故

があった場合は、事故日を摂取日とすること
t が原刻。

・壬131の濃度については、西門のデータによれ

ば、 3月 19日以降、 4月いっぱいまでは、対

数グラフで1次線形の減少傾向が認められる。
'H23年 6月に 250m3可を超えた者の内部被ぼ

く評価において、 7 スクの若用が不十分だっ

たこともあり、 3月 12日の急性摂取として評

価したロ

-個別具体的な被ぱくの状況が不明である場合

は、保守的な評価方法である東京電力の方法

に統一すべきである。

・個別の行動調査結果などがあれば、それを考

慮することは認められる。

. 3月 23日までの摂取日の考え方については、

一定の妥当性は認められるが、屋外の空間線

量率のトレンドがそのまま摂取のトレンドに

なるわけではないため、東京電力の方法が妥
当。

別紙4

線量の見直しの概要



項目 東京電力の方法 元方事業者の方法 厚生労働省の判断 線量の見直しの概要

3 月 ~5月上旬までの 1F入域者において摂取日か
4 ら約1ヶ月以上経過した後の測定結果からI-131に [プラントメーカーJ[原発専業者 -どちらが保守的とはいえない

よる内部被ばく量を評価する場合には過去の統計に 等] 状況ではあるが、東京電力

WBC(PL) 基づいた補正を行う。 の補正式の方が実視l値に基

の場合で、 NaIサーベイメーターの測定値 づいているので、理にはか

NaIサー 0統計に基づく補正を加えた評価(I-131による実効 が0.00μSv/hとなった場合は、 なっている。

ベイメー 線量評価) 測定値が0.01μSv/hであったと -各社が統ーしてどちらかの方

ターによ NaIサーベイメーターの測定結果を用いずに、 想定した上で、 rMONDAL3jの 法を実施する。

る評価方 WBC (PL)の測定結果から Cs-137の実効線量を算 体内残留率で Iによる内部被ば

法 (H31 出し、その値に統計に基づく実効線量比 くを評価する。

が測定さ (I-l3νCs-137)を掛けることによりI-131の実効綴
れな い 場 量を算出する。 Iプフントメ}カ ] H31の内部被ぱくが過小評

合の推定) 補正式は下記に定める。 NaIサーベイメーターの測定値 価となる可能性が角いため、東

Y=-0.4633X + 18843 がo.OOuSv/hとなった場合はョ 尽電力の方法で評価するg

Y:;実効線量比 (I-l31/Cs-137) 1-131による被ぱくをゼロとし

X:摂取日(明治33年 1月 113を r1j て開凪

として開始する値) [原発専業者等][プフントメ -環境中の IICs比のトレンド

なお、この評価方法が適用される場合は下記の通 カー] と、実際の摂取された IICs比

りである。 -NaIサ}ベイメーターの測定 のトレンドは一致せず、実際に

(I)甲状腺に沈着したI-l31起源の線量率が、 NaI 値が 0.00μS同r/hとなった場合 摂取されたものの方が低い傾

サーベイメーター測定によって得られた線量率 は、環境中の 1-1311Cs-137比を 向がある。

に占める割合が低いと考えられる場合 表からよみとり、 1-131による内

-(?iJ) 部被ばくを評価する。 -WBC(PL)で実測された測定

-体表面汚染の影響が無視できない場合 値に基づく東京電力の方法の

-体内に存在する Cs-134，137の放射能量の影響が無 [原発専業者等] 方が、信頼性が高いと思われ

視できない場合 -1-1311Cs-137比の適用に当た る。

.NaIサーベイメーター測定日が摂取日から約1ヶ り、 WBC(PL)測定結果の ν2を

月以上経過しているときなど測定時期が適切では Cs.137 として、その値に

ない場合 1 -131/Cs-137比を乗じて計算。

(II) W B  C(PL)iJ!J定のみを行い、 NaIサーベイータ

ーの測定を行っていない場合(定期・オフライ

ンWBC受検)
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福島労働局長殿

基安発、 0325第 3号

平成 26年 3月 25日

厚生労働省労働基準局安全衛生部長

(公印省略)

東京電力福島第一原子力発電所における内部被ばく管理の徹底について

表記については、平成 25年 7月 11日付け基安発 0711第 3号により遇知して

いるところであるが、今般、当省で実施した緊急作業従事者の内部被ばく線量

の追加再評価の結果に基づき、~Ij添 1 及び別添 2 のとおり、東京電力及び元諸

事業者に対し、発電所における内部被ばく管理の徹底について通知したので了

知するとともに、発電所及び元請事業者を適切に指導されたい。



東京篭カ株式会社

代表執行役社長炭瀬直己殿

別添1

基安発 0325第 1号

平成 26年 3月 25日

厚生労働省労働基準局安全衛生部長

東京電力福島第一原子力発電所における内部被ばく管理の徹底について

表記につきましては、平成 25年7月 11日付け基安発 0711第1号により通知していると

ころですが、今般、内部被Itく線量について追加の再評価を行った結果、内部被ば〈線量

の見直しが生じたことを踏まえ、下記のとおりめ措置を講じ、発電所内の適切な内部被ば

〈管理の徹底に万全を期すよう求めます。

なお、発電所内で作業する各元方事業者に対しては、別添 lのとおり通知しております

が、貴社としても、本通知の内容について、発電所構内において放射線業務を行う全ての

事業者に周知願います。

昔日

1 趣旨等

本年度から実施されている厚生労働省研究班による緊急作業従事者を対象とする疫学

関査で使用するため、貴祉に内部被ばく評価の詳細の提出を求めていたととろ、貴宇土が

平成 23年8月2日に定めた『福島第一原子力発電所における内部被ばく線量の評価方法

についてJ(以下「統一評価方法」という。)によらない方法で内部被ぱく評価が行われ

ていた事案が判明した。このため、平成 23年3月及び4月に作業を開始した潔急作業従

事者について別添2のとおり内部被ぱくの再評価を実施したところである。

ついては、以下の2から4に掲げる措置を適切に実施するとともに、以下の5により、

その実施状況について厚生労働省に報告するとと。

2 被ばく線量評価の適切な実施及び線量記録の適切な管理・保管

(I) 内部監査部門により、以下の事項を含む個人線量管理部門の監査を実施し、必要な



改善措置を実施すること

ア データ入力管理等

① データ入力、計算等を行う場合のダブルチ:r.'Yク体制(相互牽制)の構築

② 定められた方法によらない方法による計算等がある、データ相互間の何らか

の矛盾や不盤?合がある等について、外部から指摘を受けた場合又は職員自らが

把握した際に、管理者に報告の上、必要な調査及び修正等を迅速に実施できる

体制の構築

③ その他、同様の事案を再発させないために必要な事項

イ 線量記録の適切な管理及び保管

① 将来の検証に耐えられるよう、外部被ばく、内部被ばくともに、測定器の種

類、測定条件、測定結果を可能な限り原票の形で保管しておくための体制等の

構築

② 内部被ばく測定については、スペクトルデー夕、検出限界値といった測定の

詳細に加え、摂取日(作業開始日)の根拠となる、ホーノレボディカウンターの

受検時の関係書類、勤務シフト表、出動簿、放射線管理手帳の写し等の一次記

録の保管とともに、内部被ばく線量の計算過程も記録しておく体制等の構築

③ 東京霞力社員分のみならず、東京電力が実施Lた元請事業者及び関係請負人

の労働者に係る測定等の結果についても、同様に管理及び保管を行う体制等の

構築

(2) 被ばく線量に関する情報を公的機関に報告又は対外的に公表する際は、その内容の

正確性について、原則として、品質管理部門の放射線管理の専門職の確認を受ける体

制等を構築すること

3 見直された線量の適切な伝達等

(1) 東京電力社員に関して、再評価によって見直された内部被ばく線量を該当者に確実

に伝達するとともに、変更の理由を了寧に説明すること。なお、該当者の放射線管理

手帳についても、もれなく修正すること。

ぺ2) 元請事業者が、自社及びその関係請負人の労働者に対して(1)に定める事項を実施

する際、東京電力から必要な情報を提供する等、適切な支援を実施すること。

(3) 内部被ばく線量の変更に関して、全ての緊急作業従事者について(1)に定める事項

が終了するまでの問、全ての緊急作業従事者からの相談を受け付けるための窓口を設

置するとともに、相談に対して丁寧に対応すること。窓日の連絡先は、元務事業者を。

通じて周知するとともに、発電所構内への掲示、インターネットホームページの掲載

2 



等により、積極的に周知すること。

4 内部被ばく線量の見直しに応じた適切な長期的健康管理の実施

(1) 今回の内部被ばく線量の見麗しにより、緊急作業従事期間中の実効線量が新たに

100mSvを超えることとなった緊急作業従事者に対しては、「東京電力福島第一原子力

発電所における緊急作業従事者等の健康の保持増進のための指針J (平成23年 10月

11日 I公示第5号。以下「指針」という。)で定めるがん検診等を適切に実施するこ

と。

(2) 今回の内部被ぱく線量の晃直しにより、緊急作業従事期間中の実効線量が新たに

50mSvを超えることとなった緊急作業従事者がいる元精事業者に対して、指針に基づ

く措置の実施に関して、医療機関の紹介等、必要な支援を行うとと。

5 厚生労働省への報告

2から 4に掲げる事項の実施状況について、平成 26年5月 15日(木)までに厚生労働

省に報告すること。また、 3(1)については、!放射線管理手帳の修Eが全員について終了

するまでの問、毎月末に状況を厚生労働省に報告するとと。

3 



別記の元方事業者の代表者 あて

別添2

基安発 0325第 2号

平成 26年 3月 25日

厚生労働省労働基準局安全衛生部長

東京電力福島第一原子力発電所における内部被ばく管理の徹底について

表記につきましては、平成 25年7月 11日付け基安発 0711第2号により通知していると

ころですが、今般、内部被ばく線量について追加の再評価を行った結果、内部被ばく線量

の見直しが生じたことを踏まえ、下記のとおりの措置を鱗じ、貴社の関係請負人の労働者

を含めた適切な内部被ばく管理の徹底に万全を期すよう求めます。

なお、東京電力株式会社に対しては、5JIJ添1のとおり通知しておりますので申し添えま

す。

記

1 趣旨等

本年度から実施されている厚生労働省研究班による緊急作業従事者を対象とする疫学

調査で使用するため、東京電力に内部被ばく評価の詳細の提出を求めていたところ、東

京電力が平成 23年8月2日に定めた「福島第一原子力発電所における内部被ばく線量の

評価方法についてJ(以下「統一評価方法Jという。)によらない方法で内部被ばく評価

が行われていた事業が判明した。このため、平成23年3月及び4月に作業を開始した緊

急作業従事者について別添2のとおり内部被ぱくの再評価を実施したどころである。

ついては、以下の2から 4に掲げる措置を適切に実施するとともに、以下旬5により、

その実施状況について厚生労働省に報告すること。

2 線量記録の適切な管理・保管

次に掲げる事項について必要な体制を構築すること

(l) 将来の検証に耐えられるよう、間発電所作業者に係る外部被ばく、内部被ばくとも

に、測定器の穏類、測定条件、測定結呆を可能な限り原票の形で保管しておくこと



(2) 内部被ばく測定については、スベク hルデー夕、検出限界値といった測定の詳細に

加え、摂取日(作業開始日)の根拠となる、ホールボディカウンターの受検時の関係

書類、勤務シフト表、出動簿、放射線管理手械の写し等の一次記録の保管とともに、

内部被ばく線量の計算過程も記録しておくこと

(3) 費社社員分のみならず、関係鱒負人の労働者に係る測定等の結果についても、問機

に管理及び保管を行うこと

3 内部被ばく評価の方法の周知徹底、見産された線量の適切な伝達等

(1) 貴社及び関係請負人の労働者に対して、再評価によって見直された内部被ばく線量

を該当者に磁実に伝達するとともに、変更の理由を丁寧に説明すること。なお、核当

者の放射線管理手帳についても、もれなく修正すること。

(2) 内部被ばく線量の変更に関して、(l)の線量管理手帳の修正がもれなく終了するま

での問、貴社又は関係請負人の労働者のうち緊急作業従事者に該当する者からの相談

を受け付けるための窓口を設置するとともに、相談に対して丁寧に対応すること。窓

口の連絡先は、関係務負人を通じて周知すること。

4 内部被ばく線量の見直しに応じた適切な長期的健康管理の実施

(l) 今回の内部被ばく線量の見直しにより、緊急作業従事期間中の実効線量が新たに

50mSvを超えることとなった者に対しては、 「東京電力福島第一原子力発電所におけ

る緊急作業従事者等の健康の保持増進のための指針J (平成 23年 10月 11日 公示

第5号。以下「指針」という。)の「特定緊急作業従事者等被ばく線量等記録手l憐J

の対象となることを説明し、その申請を勧奨するとともに、白内障に関する眼の検査

を実施すること。

(2) 緊急作業従事期間中の実効線量が新たに 100mSvを超えることとなった緊急作業従

事者に対しては、指針で定めるがん検診等を適切に実施するとと。

(3) (l)又は(2)に該当する者が関係請負人の労働者の場合は、関係請負人に対して必要

な指導援助を実施すること。

5 厚生労働省への報告

2から 4に掲げる事項の実施状況について、平成 26年5月 15日(木)までに厚生労働

省に報告すること。また、 3(1)については、放射線管理手帳の修疋が全員について終了

するまでの閥、毎月末に状況を厚生労働省に報告すること。

2 
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京電福島第ー原発緊急作業従事者の内部被ばく線量の追加再評価

とりまとめ

別添2

I 平成26年 3月25日

厚生労働省労働基準局

厚生労働省では、以下のとおり、東京電力及び元諸事業者に対して再評価の実施を指

導し、その結果に基づき、内部被lまく線量の見直しを行った。

1 追加再評価の方法

(1)福島第一原発緊急作業者を対象にした甲状腺の健康影響に関する疫学研究(厚労科研

.特別研究)でのばく露静価を実施するため、内部彼ぱく線量の標準手法の評価方法

ごと OllJ紙1のめ~⑥)に‘詳細な肉部被Iま〈の許箪過程が必要となった。

α)研究に協力するため、東京電力において、内部被ぱ〈線量評価の計算過程を評価方法

別に分類していた際、本年1月31日、標準手法によらない方法で肉部被lま〈静価が

符われている被ぱく線量が9人分あることが期間した.

(3)同機の事案がないかどうかを確認するため、本年2月4日から、東京篭力及び協力会

社の被ぱ〈線量デ-11(平成2宜年3月及び4月分)の金数(前国語辞価対象等の 1.284

人1を除<6.245人(東電1.845人、協力会社4.400人))を別紙1の①から⑤のデー

告シートに入力し、精査したところ、合計1.536人分(東電608入、協力会社928人)

について、標準手法によらない方法で内部被lまく評価が行われた可能性があることが

判明した(詳細は別紙2参照)。

(4)厚生労働省では、新たに明らか1::なった検討項目，(別紙3)について専門家の意見を

聴取じたよで、杢主豆且立旦に、iJlJ紙2から 4に基づき、東京恒力及び元諸事業者に

対して内部被lま〈ヂー告を再評価し‘必要な場合I主、内部線量の見直しを行うよう指

重した。

(5)別紙2から4に基づく再際価の結果、内部被ぱ〈線量が2mSv(記録レベル)以上か

つ変動幅が+1 mSv以上となる計 142人(京電24.人、協力企業 (18社)118人)につ

いて、内部被lまく線量の見直しが必要となった。

2 追加再評価の基本的考え方及び前回再評価との遣い

(1 )基本的考え方

ア 電離放射線障害防止規則第B条第5項 l立、内部被iまく線量は、厚生労働大臣が定

める方法により値を求めるものと規定しており‘その方法を定めた大臣告示は、

内部被lまく測定の基本的な考え方を示しているが、詳細な方法については定めて

じ皇位。

イ 内部被Iまくの評価については、被ぱ〈状況に応じて複数の評価方法が存在する。

放射性物質をいつ摂取したか、という最も基本的な情報が欠如する不確実性の中、

東京電力及び協力会社がそれぞれの判断で最適な方法を選択したわけであり、互

の方法がEしい‘間違っているという問題ではない。

ウ 厚生労働省としては、不確実性のある中、合連的な範囲で保守的な評価ができる

ょう、また、内部被lま〈の評価方i迭を宵官民な限り統一するため、評価方法の変更

を行政指導したものである。

l東電福島第一原発内に立ち入っていなかったことが判明した者25人を含む。



(2)昨年7月の再評価と今回の追加再評価の違い

ア 昨年 7 月の再評価は、内部被1~ <A刺聞の詳細な方法は各事業者の裁量にゆだねら

れていること手前握として、東京電力と協力会社の評価結果を比較し、協力会社

の評価結果が東京電力の評価結果より低いため、その妥当怜が野われたものに限 ι

定し‘その需離の妥当性を確認したものであるp従って、前回の再評価の対象は、

協力会社の被ぱく線量評価のうち、訴離があるとしで抽出されたもの及ひ鴨力会

社及び東京電力が自発的に線量を見直したものに限定されていた。

イ 今回の追加再評価は、疫学研究のぱ〈露評価を実施するために必要となる、詳細

な核種毎の測定値、各種係数、計算過程等を皐金足盆=するため、実施されたも

のである。これは、本来、事業者の裁量にゆだねられている評価方法の詳細に踏

み忍んだ行政指導であり、前回の再評価と異なり、全ての肉部被lまく微量データ

玄盆皐主ム左。

3 追加再評価の結果

(1)概要

7 精査対象(平成23年3月及び4月で内部被ぱくがあった被ぱく線量。前回育評価

、対象等により今回の対象から除外されたヂ-511，284人を除く。): 6，245人(東電

1-， 845人、協力会社4，400人)(詳細は別紙E及び別紙3参照)

イ 再評価対象:1;536人(京電 608人、協力会社 928人)

ウ 見宜し対象(内部被ばく線量2mSv以上、変動幅+1 mSv以ょに限定):142人(東

電24人、協力企業 118人)

①変動幅:平均 5.86mSv (1. 01前v-89.83mSv) 

②実効線量:2. 17mSv-180. 10mSv 
(2) 100ミリシーベルト超えの人数が1人増加(詳細は別紙3の追加4参照)

ア 線量の変動:8乱83mSv(内部被ぱく 100.05mSv，外部被ばくー10.22mSv) 

イ 実効線量:90. 27mSv→180.10mSv (内部被ばく 37.11mSv→137. 16mSv) 

ウ見直しの理由

① 測定精度の寓いW80(Ge)の測定値で、Os-137が高いレペルで測定されており、

環境中のト131/0s-137比が 100倍程度あったことを考慮すると、測定目まで

の残留率を考慮しでも、測定日での1-131の体内残留量は検出限界値 (MDA)

の 10倍程度あったはずであるにもかかわらず、1-131が測定されていないこ

とが説明困難である。このため、東京電力でl立、作業者が服用した安定ヨウ

紫剤に一定の効果があったと判断し標準手法による1-131の推定を実施しな

かった。

②厚生労働省では、専門家の意見を踏まえ、 i-131:桝裏取した可能性が完全に否。

定できない以上、過大評価が見込まれるものの、安定ヨウ素事jの効果を華雪国E

孟芝、1-131の検出限界値(MDA)が検出されたと仮定して、1-131の推定し、

加算するよう指導した。

(3)緊急時被ばく線量が50mSvを超え 100mSv以下の者が2人増加(!'草細は別紙3項目追

加2参照)

ア変動幅:2.44mSv. 3. 67mSv 

イ実効線量:49. 4mSv→51. 84mSv. 46.9mSv→50. 57mSv 

ウ 見直しの理由:Os-134が検出されているが、 Os聞 137が朱検出であったため、1-131

の推定を実施していなかった事例(別紙2の事例 8-2)。
e 



4 厚生労働省の対応

(1)東京電力に対し、以下の事項について指導する。

ア 内部監査部門により、個人線量管理部門の監査を実施し、仕事の流れやデ-~

管理等について確認し、必要な改善措置を実施すること

.-(、被ばく線量デ-~を対外的に報告・公表する際l立、原則として、品質管理部門

の放射線管理の専門職の確穏を受けること

なお、元領事業者(内部被ぱく評価を独自に実施しているもの)に対しても、

記録の保存の徹底等について指導を実施する。

(2)大臣指針に基づき、見宣された被ぱ〈線量に応じ、法定の健康診断に加えてがん

検診等の追加検査を実施するよう事業者に求め、退職後は固がこれら健康診断等

を実施する。(参考資料参照)

(3)放射線による健康影響の抱擁には、年齢構成・喫'恩・飲酒・既往歴等の翻査を含

めた厳格な疫学的研究が必要不可欠。このため、必要な疫学的研究を着実に実施

する。

ア 平成25年度:白内障に関する研究、甲状腺に関する研究

イ 平成26年度以降:25年実施研究に加え、必要な研究を着実に実施。



別紙1
内部被ばく評価の方法(標準手法)

評価方法 評価方法の詳細 再評価結果

①IWBC(Ge)によ 東京電力は、女性労働者令、内部被ばく評価の値が 20mSvを超える者を日本原子力研 総計:126人(東電 114人、協力会社 12人)
り1-131が検出. 究開発機構 (Jj坦AJ核燃料サイクル工学研究所に派遣し、精密測定を依頼した。 J，姐A 再評価:48人(東電47入、協力会社 1人)
された場合 は、ゲルマニウム半導体ホールボディカウンター (WBC(Ge))を使用して内部被ばく測 見直し:3人(東電2人、協力会社 1人)

定を実施した。また、 250mSvを超えるおそれのあった7人については、放射線医学総 変動揺:平均8.45mSv(4.32mSv~12.91mSv) 
、合研究所の WBC(Ge)で測定された。東京電力は、 JAEAと放医研から得た測定値に基づ 見直し後実効線量:35.01mSv，~91.99皿Sv
き、1-131の預託線量を評価した。

②NaIサ}ベイメ 東京電力及び元詰各社は、 WBCが不足していたため、本来は空間線量率を測定するた 総計:178人(東篭5入、協カ会社 173人)
}ターにより めの測定器であるNaIサーベイメーターの検出部を頚部に直接あてて甲状腺からのガン 再評価:79人(東電2入、協力会社77人)
1-131が検出さ マ線を測定し、それに甲状腺沈着係数を乗ずるととで甲状腺の壬131の摂取量を評価した。 見直し:0人(東電O人、協力会社0人)
れた場合

③IWBC(N"aI)によ 東京電力は、 JAEAから車載型のヨウィιナトリクム・シンチレ ジョンWBC 総計:491人(東電238入、協力会社253人)
り1-131が検出 (WBC(N"aI))を貸与され、発電所から約50k血高齢もた小名浜コーノレセンターや東京で内 再評価:69人(東電52入、協カ会社 17人)
された場合 部被ばく測定を実施した。測定結果に基づき、東京電力は内部被ばく評価を実施した。 見直し:2人(東篭O入、協力会社2人)

変動幅:平均1.87皿 Sv(1.01皿Sv~2.74mSv)

/ 
見直し後実効線量:13.15mSv~26.18皿Sv

@WBC⑪~aI)によ WBC(N"aI)による測定の多くは、事故後2ヶ月経過した6月以降に実施されたため、 総計:4135人(東電 1284人、協力会社2851人)

り1-131が不検 半減期が短いI-131が検出されなかった事例が続出した。この場合、東京電力は、標準手 再評価:701人(東電349人、協力会社352人)

出の湯合 法として、以下のいずれかの手法で推定した1-131による内部被ぱくのうち、低い方を 見直し:76人(東篭 11人、協力会社65人)

I-131の預託線量として採用した。 変動幅:平均4.38mSv(1.23皿Sv~35.5佃Sv)
a)検出限界値(MDA)から推定:1-131のMDAが笑際に測定されたと仮定し、そこか 見直L後実効線量;2.81血Sv~149.18mSv
ら残留シナリオにより1-131の摂取量を推定した。

b)環境中の 1-1311Cs-137比を使用した推定:測定された Cs-137の摂取量に、京電福島

第一原発内で測定された環境中の1-1311Cs-137比を乗じて1-131の努諏量を推定した。

⑤'WBC(Pυによ 東京電力柏崎刈羽原子カ発電所に設置されているプフスチックシンチレ}ションWBQ 総計:1263人(東電 188入、協力会社 1075人)

り1-131が不検 (WBC{PL))は、核種同定ができないため、 Cs-137を校正線源として校正している。こ 再評価:599人(東電 148入、協力会社451人)

出の場合 のため、@による NaIサーベイメーターでの有意な1-131の測定値と、 WBC{PL)による 見直し :44人{東電6人、協カ会社38人)

Cs-137の測定値を比較し、測定日ごとの !-131/Cs'137比を算出するための近似式を設定 変動揺:平均4.29mSv(r.27mSv~22.81mSv) 
した。測定された Cs-137に1-131/Cs-137比を乗じて、 1-131による預託線量を推定した。 見直し後実効線量:2.17:皿Sv~73.41mSv

⑥'I-131が不検出 同一併業を同一時期に実施した同僚作業者のI-1311Cs-137，比がわかっている場合は、 総計:52人(東電 16人、協力会社36人)

で、同種作業者 @、⑤の方法によらず、測定されたCs-137の測定値にその比を乗じてI-131の預託線量を 再前面 :40人(東電 10人、協力会社30人)

の!-131/Cs-I-37 推定した。 見直し:17人(東電5人、協力会社 12人)

比重E使用した また、他の原子力施設で測定した内部被ばく評価結果がある場合は、それを採用した。 変動植:平均 16.54mSv(2.28mSv~89.83mSv) 
場合等 見直し後実効線量:3_58mSv~180，10mSv 

、
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A 
O:J 計 精査対象:6245人(東電 1845入、協カ会社4400人)

再評価対象:1536人{東電608人、協力会社928人)

見直し:142人(東電24入、協カ会社 118人)

変動幅:平均5却 血Sv(I.01mSv~89.83mSv) 
見直し後実効線量:.2.17inSv~180.10mSv 

2 . 



事例

-事例A-1(作業開始日・摂取引

3月 11日から4月末までの簡に外部被ばく線量が記録さ

れているにもかかわらず、作業開始日と摂取日が一致して

いない事例。

.事f9~A-2 (作業開始日・摂取日)

3月 11日から4月末までの聞に外部被ばく線量が記録さ

れているにもかかわらず、作業開始日(摂取引が外部総
目、量記録より後になっている事例。

p ・事例 B-1(ヨウ素補正が未実箔)

1-131が不検出の場合で、 Cs-137が検出されているにち

かかわらず、 1-131補正を行っていない事例

・事例B-2(ヨウ素補正が未実施)

1-131が不検出の場合で、 Cs-134が検出されているにも

かかわらず、 Cs・137が検出されていないため、 1-131補正

を行っていない事例

・事f9~ C-1 (測定値等の未入手)

他の原子カ事業者等での測定結果をそのまま採用し、
WBCの測定値等が東京電力に報告されていない事例

・事例 C-2(評価方法詳細の未入手)

同一作業者の内部被ばく測定結果に基づく評価や他の方

法による評価を行っているとしているが、評価方法の詳綿

が東京電力に報告されていない事例。

・事例D
事例A~C 以外で、東京電力が保有するデータにより、

標準方式で許算した値と、元請から提出された値に

O_lmSv以上の事情在(プラス側又はマイナス側)がある事

例。

【追加再評価の対象となった事例】

厚生労働省の見解

-事f9UA
作業開始日について、行動調査結果、 WBC受検記録、外部被ばく

線量記録、勤務シフト表、本人への調五徳果等(以下「行動調査等J
正いう。)を確認し、作業開始日(摂取日)を再確認し、最も信頼

のおける作業開始日(摂取引を採用し、別紙4の項目 1!<=基づき

再評価を実施するとと。

・事例A-2
構外作業の可能性があるため、不人の行動調査等を再確認し、 3

月 11日から4月末まで福島第一原発に立ち入っていたかどうかを

再確認すること。

再確認の結果、立ち入っていたことが判明した場合は、採用され
た作業開始日(摂取日)に基づき、再評価を実強すること。

・事OiJB-1 
東京電力の標準手法に従い、 WBC(Pυの場合は、前回再評価項

目4に従って推定を実施すること。 WBC(NaI)の揚合は、追加項目

2を踏まえて 1-131による内部被ぱくを再言制面(検出限界値仏四必

を使用する場合は、補正係数2_935で除したものを使用。)すると

と。

・事伊tlB・2
Cs-137の検出限界値 (MDA)が検出されたと仮定、又はCs-134

とCs-137is同量摂取されたと仮定し、事伊tlB田 1と同様に 1-131に

よる内部被ぱくを再評価すること。(詳細は『別紙3の追加2Jを

参照のこと。)

・事例 C-1
他の原子力事業者等から測定結果を入手し、東京電力の標準手法

に合致しているか確認し、合致していない場合は標準手法によP再

評価を行うこと。

・事例 C-2
同一作業者の評価結果等、評価の根拠を提出の上、霊訓面方法の説

明を添付すること。

・事初YD
WBCの測定結呆、計算過程等を確認し、解離の理由を調査する

こと。理由が不明な場合は、標準手法に基づき内部被ばく線量を再

評価すること。

3 

別章氏2

備考

再評価の結果、内部被ばく

線量が 2四 Sv(内部被ばく記

録レベノレ)以上で、かっ、修

正幅がプラス方向に 1mSv
以上のものについて、記録線

量を見直した。



別紙3
【追加再評価での新たな検討事項】

項目 東京電力の標準的な方法 追加評価者に関する 厚生労働省の見解
東京電力の考え方

追加1 別紙1-2 測定時期遅れによる 1-131がmとな • 1回目の WBC測定 (5月 13ß~21 日) ① MDAによる補正を行う揚合は、文献lにおい
った場合の補正方法について で Cs'137、I-l31ともに検出されなかった ては、 24人の被験者の結果から、

WBC(NaI) ととから、I-l31摂取量を WBC倒aI)の検 WBC(NaI)の1.131の評価結果は、WBC(Ge)
とWBC 1.摂取時期が3月-6月の場合 出限界値ω四I.A)を摂取していたと仮定。 の約3倍と評価されている。
.(Ge)の補 摂取日が3月-6月で、 1-131i)~.検出されていな 入最新の知見の反映として、「小名浜 WBC ②文献の値と、東京電力のデ}タが異なるの
正係数に い場合、以下の補正を行い1"131の摂取量を計算に (NaI)測定結果に基づくI-l31の朝国値j は、東京電力主主小名浜で使用したWBCωaI)
ついて より求め、実効線量を評価する。 と rJAEA東海研 WBC(Ge)の甲状腺モニ と、呂田Aの東海研究所に設置されている

ターの測定結呆に基づくI-131の評価値」 WBC(NaI)が、形式{キャンベラ社製フアス
(1)環境データに基づく 1-131/Cs-137比を用いた の比が 2.935倍あることを反映。 MDAを トスキャン)は同じでも型式が異なるためと
補正 2.935で除した上で作業初日の急性摂取と 考えられる。
1-131が検出されず、 Cs-137が検出された場合、以 してMONDALコードによりI-131の摂取 ③いずれにせよ、 WBC(NaI)がWBC(Ge)左比
下の補正を行う。 量を推定。 較して測定値が系統的に過大に出ることは
• Cs-137測定値を Cs-137の残留率で除し、 Cs-137 明らかである。このため、 MDAを2.935で
摂取量とする。(①→②) 除すことで補正した上で1'131の摂取量の

. Cs-137摂取量に摂取日の環境中 17131/Cs-137比 推定を行2ことは妥当であるE

援を乗じて、 1-131摂取量とする。(<2)->③) @この場合、 WBC(NaI)で評価した1'131の値
(2)1-131検出限界値を用いた補正 (あるいは検出限界値)を2.935で割り，そ
• 1-131検出限界値(MDA)を 1-131残留率で除し、 正 れを甲状腺に残留した 1'131量と見なすでの
1-131摂取量とする'傘((1;〉→⑤) で， WBCQ河aI)の測定視野は全身であって

(3)補正値の決定 も，全身残留率ではなく甲状腺残留率を使う

-環境データに基づく補正値と検出限界値に基づく べきである。
補正値を比較し、低い方を 1-131摂取量とする。

(心同時期の作業者の摂取量等のデータから評価

-同時期の作業者の摂取量等のデータから評価す

ることも可能とする。

※1-131!Cs-137比
当該摂取日に測定した環境データから rl-131

/Cs-137存在比j を設定する。

1 O.Kurih町 a，K Kanai， T. Nakagawa， C. Takada， T. Mo血 ose，S. Fur叫a，Direct血.easure皿.entsof employees involved in the F、kusm血 aDauchi nuclear power 
station accident for internal dose esti皿.ates:JAENs experiences. NIRS'M部 2，13・25，2012.
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項目 追加評価者に関する 厚生労働省の見解

東京電力の考え方

追加2 C8-137， 1-131未検出で， C8-134が検出された者について検討した C8-134のみを検出する事例は， C8-134の体内量が低いほど増加する{質向がある
結呆は以下のとおり。 ことから，スベクトルの各チャンネル当たりの計数値の統計変動による解析上の:

WBC(NaI) ランダムエラーに因るものと考えられる。
で1-131が 1 76人の C8-134の検出限界値 (MCDs-A18)4のを最検大出値限界(6値18以Bq)より
不検出の 小さい C8-134検出値を棄却し、 下 従って、 CS-137の摂取量の推定として、 Cs-137のMDAが検出されたと仮定し
場合の推 (MDA)とする。 て推定することは妥当である。(京電考え方2-1)
定方法

2・1 1以外の場合は、個々の作業者の C8-137のMDA値を検出値
一方，事故初期には C8-134とCs-137が類似しだ割合で存在しており， C8-137 ( C8-137 

不検出だ
として仮定し、 C8-137の摂取量を推定。

が未検出の場合，検出された C8-134の全身量を C8-137に割り当てることも別法
2-2 また、 C8-137のMDAが不明な場合は、 Cs-134と同量摂取し

詩人 C8-134
たと仮定し、 C8-137の摂取量を推定

として妥当である。係正電;考え方2-2)

検出)
ただし、定量された C8-134体内量に悶値(今回は 618Bq)の様な概念を導入し，3 . 2により推定された C8-137摂取量に基づき、 1-1311Cs-137比
関催未満の場合でC8-134を未検出と扱うことは， C8-134の線量(微々たる線量を用いて 1-131を検出固
であるが)を過小評価する場合が生じるので、東電の考え方の 1によるスク Pー

4 3により推定されたI-131摂取量と、1-131のMDAを検出値と ニングは行うべきではない。

して仮定した1-131の摂取量を比較し、低い方を採用(標準手法

どおり。)

5 



項目 東京電力の標準的な方法
， 

追加評価者に関する 厚生労働省の見解
東京電力の考え方

追加3 東尽電カ社員については、以下のとおり滞在線量を評価し 線量の追加再評価に伴い、特定の社員に 個々の出動状況に応じて滞在線量を
た。 ついて、出勤簿等』とより、免震重要棟の滞 評価することは妥当である。

滞在線量 在期間を限定し、個別の評価を行う。
の加算に 1 3月の滞在線量
ついて 元誇事業者の積算型線量計の測定データ (3/15~3/31)及

び免震重要棟の緊急時対策室で測定したサーベイメータの

測定値(3/12~3/14)から、積算線量を推定評価した。
これにより、免震重要椋に 3/11~3/31 まで滞をしていた

場合の線量を8.56mSvと評価した。

2 4月の滞在議量
免震重要棟の緊急時対策室の3カ所に配備したガラスパ
ッジの測定値の平均値 (4/4~4/30) と、免震重要棟の緊急

時対策室のサーベイメータの測定値(4!1~4/3) を使用して

評価した。
この結果、 4/1---4/30まで滞在していた場合の線量を

2.06mSvとした。

3 個人線量への反映
3月に緊急作業時従事した社員が免震重要棟の滞在中に

受けた線量として、滞在期間にかかわらず一律8.56mSvを加

える。
4月に免震重要棟に滞在することで受ける線量として、滞

在期間にかかわらず、一律2.06mSvを加える。

た乏し、滞在日毎に個別に線量を測定・評価した場合には、
その線量を滞在線量としてもよい。
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宅夏目 東京電力の考え方 厚生労働省の見解

追加4 . Jl四Aでの WBC(Ge)の測定値は、表面汚染の影響が少なく、かっ、測 . 体内cs量の評価については，Ji日AのWBC(Ge)の測定結果を用
定精度も高いもっとも信頼できる測定値である。 いるのが妥当である。

安定ヨク -しかし、環境中のI-l311Cs"137のモニタリングポストの測定値は約 290 . I-l31の線量評価には、過大評価が見込まれるものの、WBC(NaI)
素弗j 倍であり、放出量からの推定でも、約 70倍である。これを前提にすると、 での測定での検出限界値仏al)A)を補正係数で除したもの(追加項

減表を考慮しても、 1.131は測定時点で検出限界値 (MOA)の 10倍程度 目1参照)が検出されたと仮定して1-131の推定を実抱すること
あったはずであり、壬131が検出されなかったことが説明できなし、。乙の が現時点では妥当と判断した。その理由は以下のとおり。
ため、作業者が服用した安定ヨウ素弗tll;:一定の効果があったと考えるのが ①線量評価には被検者自身の測定値を用いるのが基本である。
合理的である。 ②類似作業者の1-1311Cs"137比はデータ数が少なく、かっ、ば

-以上から、標準手法により、1-131を推定することは必ずしも合理的では らつきも大きいため、適用が困難である。

ない。 ③安定ヨク素剤の正確な服用時期が不明のため、安定ヨウ素弗J
-このため、他の労働者で、安定ヨク泰弗jを服用して1-131が検出された者 服用者から得られた1-1311Cs.137(1名)の比を用いるとと
の1"1311C8137比を使うことは妥当ではないかe は妥当とは言えない。

-また、同様に爆発に巻き込まれた者の C8"137の測定値に基づいて1-131 @線量開国の標準的スキームに準じている。

を測定することは妥当ではないか。
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項目

1 

摂取日

東京電力の方法

・作業開始日が 3月、 4月の

場合:

摂取日を作業開始日とする。
なお、作業開始がs月 11日

以前の場合、摂恐日を 3月

12日とする。

(環境中の放射性物質濃度

は、水素爆発後急激な上晃・

下降を示し、その後徐々に低

下4頃向にある。従って、3月、

4月入域者は前半に偏って

いると考えられるので、窒返
日を作業開始日に設定する。

なお、最初の水素爆発は 3
月 12日なので、摂取日は最

大限遡っても 3月 12日とす

ゑ..L

-作業際始日が5月以降の場

合.

摂取日を作業開始日と終了

日の中間日とする。

(内部被ぱくの主要核種で

あるヨウ素について、環境中

の放射性物質濃度は5月以
降十分低い値となっている

ことから、摂取日は作業期間

の中間日を設定する。)

【平成25年7月の再評価での検討事項(抜粋)】

)G方事業者の方法

[プラントメーカー]
摂取日は、初回測定時はlF緊急作業実施初

日とし、次回調g定時以降は前回測定時以降の

作業実施初日とする。

陳京電力]
応援職員(fまとんどが3日間)について、中

間日を摂取日としていた。

[原発専業者等]
・3/11からの作業者(免震重要棟滞在者)に

ついては、柏崎刈羽発電所のWBC(PL)と NaI
サーベイメーターで評価し、摂取日は 3/12

とした。
・上記以外の者については、 WBCO河.aI)によ

る評価で、摂取日は作業開始日から WBC測
定日との中間日を摂取日とした。

[原発専業者等I
・作業開始日と作業終了日の中間日を摂取日

とする。

[プラントメーカー]
・震災当日 ~3/23 までに従事じた者
環境中の放射能濃度モニタリング結果に

より、特に大量の放射性物質が放出された日

を摂取日とした。
震災日 ~3/1亘まで→ 3/15

3/16~3/l8 まで → 3/18 
3/19~3/24 まで → 3/24 

8 

厚生労働省の判断

I .IC胞の考え方では、定常状憶では、モニタ P
ングの中間日を摂取日として、評価したとき

に、十分な評価となるようにモニタ Pングの

頻度を定めることとし，ている。ただし、事故

があった場合は、事故日を摂取日とすること

》 カ官房顎llo
・H31の濃度については、西門のデータによれ

ば、 3.1319日以降、 4月いっぱいまでは、対
数グラフで1次線形の減少傾向が認められる。

'H23 年 6~ に 250四Sv を超えた者の内部被ば
く評価において、マスクの着用が不十分だっ
たこともあり、 3月四日の急性摂取として評

価した。
・個別具体的な被ぱくの状況が不明である場合
は、保守的な評価方法である東京電力の方法
に統一すべきである。

・個別の行動調査結果などがあれば、それを考
慮することは認められる。

• 3月23日までの摂取日の考え方については、

一定の妥当性は認められるが、屋外の空間線

量率のトレンドがそのまま摂取のトレンドに

なるわ}ずではないため、東京電力の方法が妥

当。

、5llJ紙4

線量の見直しの概要



項目 東京電力の方法 克方事業者の方法 厚生労働省の判断 線量の見直しの概要

3 月 ~5月上旬までの lF入域者において摂取日か

4 ら約 1.r月以上経過した後の測定結果から I-I31に [プラントメーカーJ[j京発専業者 -どちらが保守的とはいえない

よる内部被ば《量を評価する場合には過去の統計に 等] 状況ではあるが、東京電力
WBC(FL) 基づいた補正を行う。 の補正式の方が実測値に基
の揚合で、 NaIサ←ベイメーターの測定値 づいているので、理にはか
NaIサ} 0統計に基づく補正を加えた評価 (I-131による実効 が0_00μSvlhとなった場合は、 なっている。
ベイメー 線量新商) 測定値が0.01μSvlhであったと -各社が統一してぎちらかの方
ターによ NaIサーベイメーターの測定結果を用いずに、 想定した上で、 rMONDAL3Jの 法を実施する。
る評価方 WBC (PL)の測定結果から Cs-137の実効線量を算 体内残留率で Iによる内部被ば

法(1-131 出し、その値に統計に基づく実効線量比 くを評価する。
が測定さ (I -1311Cs'137)を掛けることにより1-131の実効線
れない場 量を算出する。 Iプフントメ カ ] 1-131の内部被ぼくが過小評

合の推定) ー補正式は下記に定めるa NaIサーベイメ」ターの測定値ー価となる可能性が高いため注東

Y=-0.4633X 十 18843 がO.OOgSvlhとなった場合は、 京君主カの方法で評価するa

Y:実効線量比 (1-131/Cs-137) I-131による被ぱくをゼロとし

X:摂取日(明治33年1月1日を rlJ て評価e

として開始する値) [原発専業者等][プフントメ -環境中のI1Cs比のトレン1<:
なお、この評価方法が適用される場合は下記の適 カー] と、実際の摂取されたI1Cs比

りである。 -NaIサーベイメーターの測定 のトレンドは一致せず、実際に
白、

(1)甲状腺に沈着したI-131起源の線量率が、 NaI イ直が 0.00μSv.血をなった場合 摂取されたものの方が低い傾
サーベイメーター測定によって得られた線量率 除、環境中のI-1311Cs'137比を 向がある。

に占める割合が低いと考えられる場合 表からよみとり、1-131による内

例) 部被ぱくを評価する。 -WBC(FL)で実測された測定

-体表面汚染の影響が無視できない場合 イ直に基づく東京電力の方法の

-体内に存在する C~'134， 137 の放射能量の影響が無 [原発専業者等] 方が、信頼性が高いと思われ

視できない場合 -I-13νGs-137比の適用に当た る。

-NaIサーベイメーター測定日が摂取日から約1ヶ り、 WBC(FL)測定結果の ν2を

月以上経過しているときなど測定時期が適切では Cs'137 として、その値:に

ない場合 H311Cs-137比を乗じて計算。

(II) WB  c(F0測定のみを行い、 NaIサーベイータ
ーの測定を行っていない場合(定期・オフライ

ンWBC受検)
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